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社会保障国民会議は11月４日､ 最終報告書を取り

まとめ､ 在るべき医療・介護の姿の実現に向けた工

程表を明示する必要性を指摘した｡ 工程表の策定作

業は､ 社会保障・税財政改革の中期プログラムの策

定作業と並行して､ 新たに立ち上げる懇談会などで

進め､ 年内をめどに取りまとめる方針だ｡

麻生太郎首相は10月30日､ ｢新たな経済対策に関

する政府・与党会議､ 経済対策閣僚会議合同会議｣

を開き､ 2009年度の介護報酬改定について ｢3.0％

引き上げ｣ を実施することを明記した追加経済対策

を取りまとめた｡

厚生労働省が10月30日に発表した ｢資格証明書の

発行に関する調査｣ によると､ 国民健康保険料を滞

納したために､ 医療費を一時的に全額負担しなけれ

ばならない資格証明書を発行された世帯のうち､ 中

学生以下の子どもがいる世帯は１万8240世帯､ 人数

にして３万2903人いることが分かった｡ 京都府内で

は､ 90世帯､ 135人｡

調査結果を受け厚労省は､ 子どもが受診を控える

ことがないよう短期被保険者証を交付するなど､ き

め細かい対応を市町村に求める通知を同日付で発出

した｡
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行 事 開始時間 場 所

５日� 保険審査通信検討委員会 午後２時 府医師会館305

７日� ｢出直せ介護保険！｣ シンポジウム 午後１時 京都商工会議所ビル・講堂

｢香りの歴史～源氏物語千年紀にちなんで～｣ 午前10時30分 香老舗・松榮堂(烏丸通り二条上ル東側)

８日� 乙訓医師会との懇談会 午後２時30分 乙訓休日応急診療所３Ｆ

10日� 医院・住宅新 (改) 築相談室 午後２時 未定

11日� 在宅医療点数説明会 (第625回社会保険研究会) 午後２時 府医師会館101

12日� 環境対策委員会 午後２時 分室３Ｆ

17日� 金融共済委員会 午後２時 弥生会館

18日� ｢届出医療の活用と留意点｣ 説明会 午後２時 府医師会館208・209

ファイナンシャル相談室 午後１時 未定

法律相談室 午後２時 未定

雇用管理相談室 午後２時 未定

24日� 経営相談室 午後２時 未定

※年末年始に伴い､ 12月28日�－１月４日�は事務局休務となります｡
月
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2009年１月10日� 左京医師会との懇談会 午後２時30分 ウェスティン都ホテル京都

１月14日� 宇治久世医師会との懇談会 午後２時30分 うじ安心館３Ｆ

１月15日� 第626回社会保険研究会 午後２時 未定

１月22日� 第176回定時代議員会 午後２時15分 府医師会館101

１月24日� 与謝・北丹医師会との懇談会
懇談会�午後３時
懇親会�午後４時30分 プラザホテル吉翠苑

１月30日� 右京医師会との懇談会 午後２時 右京医師会館

１月31日� 亀岡市・船井医師会との懇談会 未定 ガレリアかめおか

行 事 開始時間 場 所

※太字は一般参加の行事､ 詳細は後掲43－45ページ



大胆な改革､ 実現に向け ｢工程表｣ 策定へ／
国民会議が最終報告書
社会保障国民会議は11月４日､ 最終報告書を取り

まとめた (資料２､ 後掲49ページ)｡ ６月の中間報
告以降､ サービス保障分科会がまとめた2025年の医

療・介護費用推計などを踏まえ､ 在るべき医療・介

護の姿の実現に向けた工程表を明示する必要性を指

摘した｡ 会議に出席した麻生太郎首相は吉川座長や

３分科会の座長に対し､ 引き続き工程表策定に参加

するよう協力を求めた｡ 工程表の策定作業は､ 社会

保障・税財政改革の中期プログラムの策定作業と並

行して､ 新たに立ち上げる懇談会などで進め､ 年内

をめどに取りまとめる方針だ｡

報告書では､ 費用推計の ｢背景にある哲学｣ とし

て､ 機能分化や急性期医療を中心とした人的・物的

資源の集中投入､ 入院期間の短縮化と在宅医療・介

護の大幅な充実などにより､ ｢利用者・患者のＱＯ

Ｌの向上を目指すもの｣ と強調｡ この哲学に基づい

た提供体制が実現されれば ｢現在の医療・介護とは

格段に異なる質の高いサービスが効率的に提供でき

ることになる｣ とした｡

改革実現に向けた課題として､ ①サービス供給体

制の計画的整備､ ②専門職種間の役割分担に関する

制度の見直し､ ③診療報酬・介護報酬体系の見直し､

④マンパワーの計画的養成・確保､ ⑤サービス提供

者間・多職種間の連携・ネットワークの構築､ ⑥サー

ビスの質の評価―などを挙げ､ ｢相当大胆な改革が

必要｣ と指摘｡ ｢実現されるサービスの姿を分かり

やすく国民に示し､ 一つひとつ確実に実現していく

ことが必要｣ と求めている｡

医療・介護の改革に年金や少子化対策などを加え

た場合､ 基礎年金を社会保険方式とすると､ 追加的

に必要な公費負担は消費税率換算で15年に3.3－3.5

％､ 25年に６％程度になる｡ 税方式の場合は15年に

６－11％､ 25年に９－13％となる｡ 25年時点の医療・

介護に関する保険料負担については､ 現在との比較

で対ＧＤＰ比1.5－1.7％の引き上げが必要になると

した｡ 高齢化などにより ｢負担の増加が避けられな

い｣ とした上で､ 安定財源の確保に向けた改革に真

剣に取り組むよう求めている｡ さらに､ 国民レベル

で給付と負担を分かりやすく示すために社会保障番

号制の検討についても必要性を指摘している｡

(11/5MEDIFAXより)

補正予算が成立／厚労省分は3498億円
2008年度補正予算案は10月16日の参院本会議で､

自民､ 公明､ 民主党などの賛成多数で可決､ 成立し

た｡ 補正予算の総額は１兆8081億円｡ このうち厚生

労働省分は3498億円｡ 与党プロジェクトチームで見

直しを図った高齢者医療制度の改善策が2528億円で､

厚労省分の大半を占めた｡ 新型インフルエンザ対策

の強化として､ 抗インフルエンザウイルス薬 ｢タミ

フル｣ ｢リレンザ｣､ ワクチンの備蓄などに491億円

を確保した｡ 医療体制の確保に向けては､ 医療クラー

クを設置する病院への支援などに78億円を計上した｡

(10/17MEDIFAXより)

｢全世代の納得と共感｣ が必要／後期高齢者
医療制度で政府答弁書
政府は10月10日に閣議決定した答弁書で､ 現状の

後期高齢者医療制度では高齢者医療を支える費用負

担について､ 若年世代と高齢者世代の双方に負担が

重いとする意見があるとの見方を示した｡ また､ 全

世代の納得と共感が得られる枠組みについて検討す

る必要性を指摘した｡ 藤末健三氏 (民主) の質問に

答えた｡

一方､ 山井和則氏 (民主) からの ｢舛添要一厚生

労働相が９月30日の会見で県民健康保険構想を明ら

かにする前に担当部局に相談があったのか｣ との質

問主意書に対する答弁書では､ 担当部局に事前相談

はなく､ 会見直後に同構想の論点整理を担当部局に

指示していたと説明した｡ また､ 後期高齢者医療制

度の見直しを検討する中で ｢後期高齢者｣ という呼

称も検討対象になるとの考えを示した｡

(10/14MEDIFAXより)

入院時医学管理加算の要件 ｢現時点で見直し
ない｣ ／政府答弁書
政府は10月14日に閣議決定した答弁書で､ 2008年
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度診療報酬改定で大幅に再編された ｢入院時医学管

理加算｣ の施設基準について ｢現時点で見直すこと

は考えていない｣ との見解を明らかにした｡ 小池晃

氏 (共産) の質問に答えた｡

小池氏は新管理加算の届け出状況について､ 厚生

労働省の想定を ｢相当下回っている｣ と指摘し､ 従

来算定していた旧管理加算がなくなることによる減

収減益や勤務医の過重労働に拍車がかかることに懸

念を示した｡ その上で施設基準について､ ｢勤務医

の過重労働が続いている急性期病院に対する支援と

いう本来の役割が果たせるよう､ 次回の診療報酬改

定を待たずに見直すべきでは｣ とただした｡ 見直し

までの間の急性期病院への支援策として､ 旧管理加

算を復活させる必要性も訴えた｡

これに対し答弁書では､ 新管理加算の施設基準は

｢産科､ 小児科､ 精神科などを含む総合的かつ専門

的な急性期医療の確保のための体制整備という観点

からも､ 勤務医の負担軽減という観点からも適切な

もの｣ との見解を示した｡ 旧管理加算の復活につい

ても否定した｡

同加算は､ 十分な人員と設備を配置し､ 総合的で

専門的な急性期医療をいつでも提供できる入院機能

を持つ医療機関を評価する点数で､ １日につき120

点､ 14日を限度に算定できる｡ 産科､ 小児科､ 内科､

整形外科､ 脳神経外科の入院医療を提供できること

や､ 勤務医の負担軽減のための計画を策定すること

などが要件｡ 全身麻酔件数が年間800件以上あるこ

とも必要など､ 急性期医療に関する実績も求められ

る｡ 厚労省は同加算の届け出数を150－170病院と想

定していたが､ メディファクスが実施した届け出状

況に関する調査では､ ７月１日時点で88施設となっ

ている｡ (10/15MEDIFAXより)

健保組合の負担､ 前年度比1800億円増／後期
高齢者制度の導入で
政府は10月14日の閣議で､ 後期高齢者医療制度の

導入により2008年度の健康保険組合の負担が前年度

と比べ1800億円増えるとする答弁書を決定した｡ 山

井和則氏 (民主) の質問に答えた｡

(10/15MEDIFAXより)

インドネシア人看護師の月給､ 最高は21万1300
円／政府答弁書
政府は10月17日の閣議で､ 経済連携協定 (ＥＰＡ)

に基づき来日したインドネシア人看護師候補者の月

給の最高額は､ 2008年７月時点で21万1300円とする

答弁書を決定した｡ 介護福祉士候補者の最高額は19

万7550円とした｡ 山井和則氏 (民主) の質問に答え

た｡

インドネシア人看護師・介護福祉士候補者の給与

は､ 受け入れ機関の日本人職員と同等以上であるこ

ととされている｡ 答弁書によると､ 候補者と受け入

れ機関の雇用契約に基づく08年７月時点の給与額は

看護師候補者の月給平均額が約15万7000円､ 最低額

が11万6000円だった｡ 介護福祉士候補者は平均額が

約16万1000円､ 最低額が12万円で､ 平均額は介護福

祉士候補者が看護師候補者を上回った｡

給与の時給制を採用しているのは看護師・介護福

祉士候補者の受け入れ機関各４施設で､ 平均額は看

護師約940円､ 介護福祉士約760円｡ 日給の採用機関

は介護福祉士候補者受け入れ機関の１施設で１万400

円だった｡ (10/21MEDIFAXより)

うつ病以外の精神疾患対策を推進／自殺総合
対策大綱を一部改正
政府は10月31日の閣議で､ 自殺総合対策大綱の一

部改正を決定した｡ 今回の改正では自殺を予防する

ための当面の重点施策として､ うつ病以外の精神疾

患などによるハイリスク者対策の推進を盛り込んだ｡

自殺の危険因子となる統合失調症､ アルコール依存

症､ 薬物依存症などについて調査研究を進め､ 継続

的に治療・援助を行うための体制整備と､ 自助活動
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【10月】◆米・北朝鮮のテロ支援国家指定解除 (11日) ◆三浦元社長自殺で､ ロス銃撃事件捜査終結 (11日) ◆海自・15人相手の格闘

訓練で３等海曹死亡が発覚 (12日) ◆マルチ問題で民主・前田雄吉議員が離党 (15日) ◆中国製インゲンから殺虫剤 (15日) ◆ピザ原

料にメラミン (20日) ◆東京都内・搬送拒否の妊婦死亡が発覚 (22日) ◆カップめんから防虫剤成分を検出 (23日) ◆米・シリアに越

境攻撃 (26日) ◆麻生首相・追加経済対策を発表､ ３年後の消費税率引き上げも表明 (30日) ◆日銀0.2％利下げ (31日) ◆論文問題

で防衛省・田母神俊雄航空幕僚長を更迭 (31日)

【11月】◆米大統領にオバマ氏 (４日) ◆東京地裁・収賄などの罪で前防衛事務次官の守屋被告に実刑 (５日) ◆パナソニック・三洋

電機を子会社化 (７日)

(10月11日～11月７日)



を支援する方向性を明記した｡

(11/4MEDIFAXより)

｢３年後に消費税を増税｣ ／麻生首相 ｢中福
祉・中負担なら､ やむを得ない｣
麻生太郎首相は10月30日､ 追加の経済対策を決め

た政府・与党会議の終了後の会見で ｢大胆な行政改

革を行った後､ 様子を見て３年後に消費税の引き上

げをお願いする｣ と明言した｡ 社会保障の在り方に

ついて ｢私は中福祉・中負担を目指す｡ 中福祉であ

りながら低負担はできない｣ と発言｡ ｢将来の世代

に多くの借金を残すことをやめるため､ 増税はやむ

を得ない｣ と述べた｡

与謝野馨経済財政担当相も会見を開き､ 麻生首相

の発言の真意などを解説した｡ 首相が示した ｢３年

後｣ について､ 2012年度から引き上げるのかとの質

問に対して ｢首相が景気が全治３年と言ったとき､

景気が悪くなった去年から数えるか､ 今から数える

のか､ 両説まちまちだ｣ と述べるにとどめた｡

今回の追加経済対策の事業規模は26兆9000億円程

度で､ 国費は５兆円程度となる｡ ｢国民生活と日本

経済を守る｣ という最終目標に向けて､ サブプライ

ムローン問題を背景とした金融経済変動への対応策

から ｢生活安心確保対策｣ までを網羅｡ 介護人材の

確保や医療対策の推進に向けた生活安心確保対策に

は国費ベースで5000億円を計上した｡ 財源は赤字国

債に依存せず､ 財政投融資特別会計の金利変動準備

金などを活用する｡

医療対策の推進に向けては､ 災害派遣医療チーム

の設備整備､ 看護師・助産師の高度技能取得の推進､

地域の中核的医療機関として位置付けられている大

学病院の機能充実を図るとした｡ また､ パンデミッ

クワクチン製造能力を向上させるなど､ 新型インフ

ルエンザ対策の強化も盛り込んだ｡

追加経済対策はさらに､ 持続可能な社会保障構築

とその安定財源確保に向けた中期プログラム策定に

ついても言及している｡ 社会保障安定財源の確保に

向けては経済状況の好転後に､ ｢給付に見合った負

担という視点､ 費用をあらゆる世代が広く公平に分

かち合う観点から､ 消費税を含む税制抜本改革を速

やかに開始し､ 10年代半ばまでに段階的に実行する｣

とした｡ (10/31MEDIFAXより)

後期高齢者制度 ｢75歳｣ ｢天引き｣ は問題／
麻生首相
麻生太郎首相は10月15日の参院予算委員会で､ 後

期高齢者医療制度の問題点として､ 75歳から異なる

制度に強制加入することにしたことと､ 保険料の天

引きの２点を挙げ､ 舛添要一厚生労働相がこの２点

の見直しに向けて検討を進めていることに理解を示

した｡ 民主党の福山哲郎氏の質問に対して答えた｡

麻生首相は後期高齢者医療制度の加入者を75歳で

区切ることに関して ｢65歳で切られるのは定年があ

るからそこそこ理解はできる｡ ただ､ なぜ75歳なの

か｣ と述べ､ 現行制度の年齢区分が納得できないと

の反発に理解を示した｡

また､ 企業の労働組合費の天引きを例に挙げ､ 利

便性の観点から ｢(保険料の) 天引きは手段として

は悪くなかったのではないか｣ としながらも､ ｢(国

民の) 理解は得られなかった｣ と指摘した｡

舛添厚労相は ｢10月15日の天引きで､ ５％の人は

自ら手を挙げてやめている｡ 銀行からの口座振替が

できるようにした｣ と述べ､ 保険料天引きに対する

不満に関しては改善されつつあるとの認識を示した｡

(10/16MEDIFAXより)

救急や医師不足､ 早急な医療提供体制の整備
を／舛添厚労相
舛添要一厚生労働相は11月７日､ 衆院の厚生労働

委員会で所信表明を行い､ 救急医療や医師不足の問

題について ｢安心と希望の医療確保ビジョン｣ に基

づいて医療提供体制を早急に整備する考えを示した｡

舛添厚労相は救急搬送に関して､ 都内の８病院で

受け入れを断られて脳内出血で死亡した妊婦の問題

を教訓として､ 救急患者を確実に受け入れられる実

効性のある体制をつくると明言｡ 病院勤務医の過重

労働にも言及し､ 処遇改善に向けた対策を実施する

考えを示した｡ さらに医療リスクに対応できるよう､

死因究明制度創設に向けた検討を進めるとした｡

人材不足が指摘されている介護従事者については､

処遇改善や人材確保に取り組むとした｡ また､ 社会

保障カードの導入や新型インフルエンザ対策､ 妊婦

健診の無料化についても言及した｡

(11/10MEDIFAXより)

妊婦死亡問題 ｢社会保障費削減が背景｣ ／舛
添厚労相
舛添要一厚生労働相は10月27日､ 複数の病院に受
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け入れを断られた後に妊婦が死亡した問題に関して､

民間病院に比べて公立病院の勤務医の処遇が悪いと

指摘した上で､ 社会保障費の年2200億円の削減をあ

らためて問題視した｡ 舛添厚労相は ｢これからの予

算編成過程､ 税制改正過程で必ず予算を獲得してい

く｡ 社会保障費の削減は大きく方針転換すべき｣ と

強調した｡

2009年度予算の概算要求基準で設定された2200億

円削減への対応については､ 3300億円の ｢重要課題

推進枠｣ から1500億円の獲得を目指すとあらためて

主張したほか､ たばこ税が導入された場合はそれを

充てるとした｡ (10/28MEDIFAXより)

｢大胆な改革｣ で公費負担は約14兆円増／国
民会議推計､ 消費税は４％上げ
政府は10月23日の社会保障国民会議サービス保障

分科会に2025年に必要とされる医療・介護費用の推

計を示した (資料３､ 後掲74ページ)｡ 急性期医療
の重点化や在宅医療､ 介護の強化などの改革を進め

る３段階の ｢改革ケース｣ を想定して試算した結果､

現状 (07年度) で約41兆円 (ＧＤＰ比7.9％程度)

の医療・介護費用は25年に約91兆－94兆円 (同11.6－

12.0％) となり､ 改革をしない場合 (現状投影ケー

ス) の約85兆円 (同10.8－10.9％) を上回った｡

25年の医療費は改革ケースで67兆－70兆円､ 現状

投影ケースで66兆－67兆円｡ 介護費用は改革ケース

で23兆－24兆円､ 現状投影ケースで19兆円となった｡

医療・介護費用の伸びを現状の財源構造に当ては

めた場合､ 追加的に必要となる公費負担分の財源は

３つの改革ケース ｢穏やかな改革｣ ｢大胆な改革｣

｢さらに進んだ改革｣ のいずれも約14兆円となり､

消費税率に換算すると４％程度の引き上げが必要と

なる｡ 現状投影ケースでは約11兆円の公費負担の追

加財源が必要で､ 消費税率換算で３％程度となる｡

保険料負担分の追加財源は､ 改革ケースの場合 ｢政

管健保の保険料率を２％程度引き上げに相当する｣

としている｡

改革ケースのうち､ 急性期医療の職員を倍増させ､

平均在院日数を10日に短縮する ｢大胆な改革｣ の場

合､ 医療費に占める入院の割合は現状の40％から48

％に上昇｡ 外来や訪問診療の割合は現状の60％から

52％に下がる｡ 医療・介護費の合算で見ても､ 急性

期と亜急性期・回復期等の割合は現状の26％から30

％に上がる一方､ 外来や訪問診療の占める割合は現

状の50％から38－39％に下がる計算となる｡

ただ､ 病院は急性期医療への特化を図るため､ 病

院の外来の割合は現状の18％から７％に大きく下が

るのに対し､ 診療所は現状の32％程度が維持される

見通しだ｡ 長期療養の占める割合も３％程度で推移

することになる｡

介護費用に占める各種サービスの割合は ｢大胆な

改革｣ の場合､ 小規模多機能型居宅介護が１％から

８％に上がる一方､ 特別養護老人ホームなどの介護

施設は44％から34％に下がる｡ 在宅介護は45％から

47％に､ 有料老人ホームやグループホームなどの居

住系サービスは10％から11％に､ それぞれ上がる｡

医療・介護費合算では､ 在宅介護の割合が８％から

ほぼ２倍の14％となり､ 介護施設の割合は８％から

９％に､ 居住系サービスは２％から３％に上がる｡

(10/24MEDIFAXより)

介護職員は2.2倍､ 看護職員も1.5倍に／国民
会議の推計
政府は10月23日の社会保障国民会議サービス保障

分科会で､ 2025年の医療・介護費用推計とともに､

サービス提供に必要なマンパワーや病床数などの提

供体制の試算も示した｡ 改革ケースでは､ 急性期の

職員の重点化を図ることから､ 07年より医師は1.2

倍程度､ 看護職員を1.5倍程度増やす必要性を指摘｡

医療と介護の連携を図る観点から､ 介護職員は2.2

倍程度増やし255万人余りが必要となると試算した｡

３つの改革ケースのうち､ 急性期病床の平均在院

日数を10日に短縮するなど ｢大胆な改革｣ をした場

合､ 医師数は32.1万－33.5万人程度が必要と予測｡

看護職員は194.7万－202.9万人程度､ その他の医療

職員も1.5倍の108.1万－113.5万人程度が必要と見込

んだ｡ 医療と介護の連携強化に伴い､ 現状の２倍程

度の利用者が見込まれる介護の従事者は訪問介護員

などの介護職員を２倍以上に増員するほか､ 介護支

援専門員や相談員なども2.5倍程度の73.6万人が必要

とした｡

病床数については ｢大胆な改革｣ の場合､ 急性期

67万床､ 亜急性期・回復期等44万床が必要となり､

合わせて07年時点の一般病床103万床より８万床の

増床が必要となる｡ 医療療養病床は07年の23万床を

維持する｡

急性期､ 亜急性期・回復期等､ 医療療養の25年の

全病床数は､ 改革をしない ｢現状投影ケース｣ では､

07年の1.4倍に当たる172万床までの増加が見込まれ

る｡ これに対し改革ケースでは全病床数が134万－
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153万床で､ ３つのいずれの改革ケースでも07年の

126万床より増える見通しだ｡

(10/24MEDIFAXより)

社会保障と税財政で一体改革プログラム／諮
問会議､ 年内に策定
政府の経済財政諮問会議は10月17日､ 麻生内閣発

足後初の会合を開いた｡ 同日は､ 社会保障と税財政

の一体改革についてまとめた民間議員ペーパーを基

に議論を深めた｡ 民間議員ペーパーは､ 社会保障制

度の持続可能性を確保するため ｢中長期社会保障・

税財政一体改革プログラム｣ を年内に示す必要があ

ると指摘｡ 具体的には､ 皆年金・皆保険制度の堅持

と､ 社会保障制度を維持するための安定財源の確保

に向けた道筋を示すべきとした｡

同日の会合は､ サブプライムローン問題を契機と

する世界的な金融危機への対応策と､ 社会保障制度

と税財政の一体改革をテーマに議論した｡

民間議員は ｢社会保障・税財政一体改革への道筋

の明確化に向けて｣ と題する資料を提出｡ 日本の社

会保障制度について ｢国際的にみても中福祉の給付

水準を維持している｣ と分析｡ 一方､ 高齢化が進む

中で給付と負担のバランスに対し国民が懸念を抱い

ているとして ｢その解決は極めて重要な課題｣ と位

置付けた｡ その上で､ 税制調査会､ 社会保障国民会

議と連携し ｢中長期社会保障・税財政一体改革プロ

グラム｣ を年内に提示する必要があるとした｡

今後の主な論点としては､①目指すべき福祉と負

担の在り方・水準― ｢中福祉・中負担｣ へのコンセ

ンサス―､ ②社会保障給付の性格に見合う安定財源

の在り方､ ③社会保障部門､ 非社会保障部門の財政

運営の進め方､ ④社会保障部門の ｢範囲｣ ―を挙げ

た｡ (10/20MEDIFAXより)

最大で消費税率13％分の追加財源必要／諮問
会議で吉川氏が提案
社会保障国民会議の座長を務める経済財政諮問会

議民間議員の吉川洋氏 (東京大大学院教授) は10月

31日の諮問会議で､ 国民会議の各分科会がまとめた

推計に基づいた ｢社会保障の機能強化のための追加

所要額 (試算)｣ と題した資料を提出した｡ 消費税

率換算で最大13％程度の追加財源が必要とした｡

吉川氏の提出資料では､ サービス保障分科会が示

した2025年度の医療・介護費用推計で指摘した消費

税率換算４％程度に加え､ 基礎年金や少子化対策な

どで､ 基礎年金の国庫負担割合引き上げ分を税方式

とした場合は消費税率換算で９－13％､ 社会保険方

式とした場合は同６％程度の追加財源が必要と指摘

した｡

吉川氏ら民間議員は､ 中期プログラムの具体化に

向けた意見も提出した｡ プログラムが目指すべき

｢中福祉・中負担｣ の社会保障制度は､ ①将来にわ

たり全国民が年金を受け取れる､ ②全国民に必要な

医療・介護サービスの機会と質を保証する､ ③負担

は国民に ｢還元｣ され､ 必要な財源は国民全体で広

く薄く賄う―などに重点を置く必要性を指摘した｡

社会保障に関する安定財源を､ ほかの部門の財源と

厳密に区分経理することで､ 国民への還元を明確化

することができるなどの長所を挙げた｡

(11/4MEDIFAXより)

高度医療の積極運用は ｢実質的な混合診療拡
大｣ ／規制改革会議
甘利明規制改革担当相は10月24日の規制改革会議

に､ 高度医療評価制度の積極的な運用による ｢混合

診療の拡大｣ を提案した｡ 甘利規制改革担当相は､

2008年４月に導入した同制度で保険診療との併用が

認められたのは10月時点で１件に過ぎないことを指

摘｡ 同制度で適用対象となる医療技術の拡大を図り､

臨床レベルで保険診療と併用させ､ 実質的に混合診

療を広げていくべきとの考えを示した｡

高度医療評価制度は未承認・適応外使用の医薬品

や医療機器の使用を含めた先進医療技術の臨床使用

を認め､ 保険との併用を可能とする仕組みだ｡ 厚生

労働省の高度医療評価会議は10月２日､ 東京医科大

病院から申請があった ｢ロボット支援手術による根

治的前立腺全摘除術｣ を条件付きで適用対象とする

ことを承認｡ 今後､ 先進医療専門家会議での承認を

経て､ 保険との併用が認められる見通しとなった｡

ただ､ 規制改革会議の松井道夫・医療タスクフォー

ス主査は､ 混合診療を同制度に依存することなく拡

大させていく方針に変化はないことを強調｡ ｢現時

点で混合診療を認める制度があるので､ 具体的な対

応としてこれを活用する｣ と述べた｡ 草刈隆郎議長

(日本郵船会長) も ｢１件しか適用がないのではしょ

うがない｣ と述べ､ 混合診療の全面解禁を求めた｡

また､ 一般用医薬品のインターネット販売を ｢第

３類医薬品｣ に限定しようとする厚生労働省の改正

薬事法省令案を問題視する立場から､ 同日の会議に

出席した甘利明規制改革担当相に舛添要一厚労相と
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協議するよう要請した｡ 省令案に対する意見募集は

16日に締め切られており､ 同会議では11月中にも省

令が決まることに危機感を強めている｡

(10/27MEDIFAXより)

雇用保険の国庫負担､ 撤廃に言及／行政支出
点検会議
2009年度予算編成に向けて厚生労働省などの無駄

な支出の改善を検討している ｢行政支出総点検会議｣

の第２ワーキングチーム (ＷＴ) は10月20日､ 厚労

省に対し雇用保険に関する国庫負担撤廃の必要性な

どを指摘した｡

会議終了後に会見した第２ＷＴ主査の大塚宗春氏

(早稲田大教授) は､ 国庫負担撤廃について ｢厚労

省側はすぐにイエスとは言わない｣ と述べ､ 今後厚

労省に雇用保険の積立金規模に関する詳細な説明を

求める方針を示した｡ 雇用保険の保険料率引き下げ

についても､ 引き続き求めていく｡

(10/21MEDIFAXより)

自民 ｢まずは財源確保｣､ 民主 ｢削減は取り
やめ｣ ／三保連の質問状に回答
総選挙を控え三保連が送付した公開質問状への回

答で､ 民主党は ｢社会保障費2200億円の削減を取り

やめる｣ と削減撤廃を明言したのに対し､ 自民党は

社会保障費削減について ｢安定的な財源を確保して

いくことが重要｣ と削減撤廃にまで踏み込んだ回答

を避けていたことが10月21日､ 分かった｡ 三保連を

構成する内科系学会社会保険連合､ 外科系学会社会

保険委員会連合､ 看護系学会等社会保険連合は､ そ

れぞれのホームページで両党から届いた回答の全文

を公開する｡

両党への質問は､ ①社会保障費の毎年2200億円の

削減を取りやめるか､ ②対ＧＤＰ比医療費について､

ＯＥＣＤ加盟25カ国中22位の現状から18位以上にま

で拡大することを公約できるか､ ③医療費増の財源

はどこに求めるか―の３点｡ 自民党の麻生太郎総裁

と民主党の小沢一郎代表にあてて送付した｡ 三保連

によると､ こうした試みは学会関係では初めて｡

両党からの回答では､ 社会保障費2200億円の削減

について民主党は ｢財政削減を目的とした社会保障

制度の見直しは､ 国民の生活を脅かしかねない｡ 社

会保障費2200億円の削減を取りやめ､ 医療・介護・

年金などの社会保障費を拡充する｣ と回答｡ 一方､

自民党は ｢社会保障制度が国民の暮らしを支えるセー

フティーネットとしての役割を維持していくために

は､ 給付の合理化・効率化を進めることも必要だが､

それにも増して安定的な財源確保が重要｣ とし､ 削

減撤廃とは明記せず財源確保が先決との認識を示し

た｡

対ＧＤＰ比医療費のアップを公約できるかどうか

について､ 自民党は ｢具体的な公約とすることは難

しい｣ とした上で､ ｢医療費の増大やこれに伴う財

政支出の増大は避けられず､ 安定的な財源を確保し

ていくことが重要｣ と記した｡ 民主党は ｢国民皆保

険制度を守るためには､ 国の支出を集中的に増やす

必要がある｡ 医師不足解消のため医師養成数の拡充

や休職中の医師の復職支援､ 国保の財政支援に財源

を投入する｣ と答えた｡

最後の質問の財源については､ 自民党が ｢消費税

を含む税体系の抜本的改革を進めていくことが必要｣

としたのに対し､ 民主党は増税には触れず､ 独立行

政法人や公益法人を抜本的に見直し補助金を削減す

るとしたほか､ 財政投融資特別会計や外国為替資金

特別会計の積立金などいわゆる ｢埋蔵金｣ の一部を

活用すると説明した｡ (10/22MEDIFAXより)

｢ゼロ税率が現実的｣ 損税問題解決へ意欲／
自民・丹羽氏
自民党の丹羽雄哉元総務会長 (元厚生相) は10月

23日､ 地元の茨城県つくば市内で開かれた日本臨床

整形外科学会の講演会であいさつし､ 消費税の損税

問題について ｢われわれは､ 医療機関が仕入れの際

に支払った消費税が還付される､ いわゆるゼロ税率

方式が現実的ではないかと考えている｣ として､ 問

題解決に強い意気込みを示した｡

現在､ 社会保険診療は消費税非課税扱いとなって

いるため､ 医療機関が医薬品などを購入する際は消

費税を支払うものの､ 患者からは消費税を徴収する

ことができない｡ (10/24MEDIFAXより)

民主が経済・金融危機対策を発表／医学部定
員の1.5倍増など
政府・与党の追加経済対策に対抗する形で民主党

は11月５日､ ｢経済・金融危機対策｣ を発表した｡

社会保障関係では､ 約1.9兆円の財源を投じ後期高

齢者医療制度の廃止後の国保への財政支援や医師不

足対策などを実施する｡

医療では､ 後期高齢者医療制度を廃止し､ 元の老

人保健制度に戻す｡ 保険料の地域間格差の大きい市
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町村国保には公的資金を注入し手当てする｡ 医師不

足対策では､ 中長期的には医学部の定員を今の1.5

倍に増やす｡ また､ 当面の手当てとして勤務医の処

遇改善なども行っていく｡ 国保保険料の滞納世帯の

うち18歳未満は保険証を取り上げず､ 国保の無保険

の子どもをゼロにする｡

介護では､ 待遇の悪い介護労働者の賃金を月額２

万円程度引き上げ､ 合わせて療養型病床の削減計画

を廃止し､ 安心して介護を受けられる体制を整備す

る｡

対策全体の規模は初年度は8.4兆円､ ２､ ３年後

はそれぞれ14兆円､ ４年後には20.5兆円を投入して

内需拡大策を実行｡ 国の経済構造を内需主導型に転

換していく｡ 特別会計を含む国の総予算をゼロベー

スで見直して財源を捻出するとしている｡

(11/6MEDIFAXより)

被保険者証返還､ 18歳未満は対象外に／民主
ＮＣ､ 救済法案提出を了承
国保の保険料を滞納したため被保険者証が取り上

げられ､ 子どもに受診抑制が起こっているとされる

問題について､ 民主党次の内閣 (ＮＣ) は10月29日

の閣議で､ 18歳未満を被保険者証返還の対象から除

く ｢国民健康保険法の一部を改正する法律案要綱

(案)｣ を了承した｡ 直嶋正行政策調査会長は閣議後

の記者会見で ｢早急に法案化して国会に提出したい｣

と述べた｡

国保保険料の滞納が１年以上続いた場合､ 市町村

国保は被保険者に被保険者証の返還を求め､ 代わり

に被保険者資格証明書を発行する｡ 滞納分の保険料

を払うなどの改善が見られるまで､ 医療費は一時的

に全額自己負担となる｡ このため滞納について責任

のない子どもまで医療を受けるのが困難となる現状

が指摘されている｡ (10/30MEDIFAXより)

保険料安くなるのは ｢後期高齢者の61％｣ ／
厚労省推計
民主党厚生労働部門会議が10月15日開かれ､ 後期

高齢者医療制度が導入されたことで75％の後期高齢

者は保険料が安くなるとの麻生太郎首相の７日の国

会答弁に対し､ 民主党議員から ｢後期高齢者全体の

話ではなく一部の推計を述べたものだ｣ と批判が相

次いだ｡ 部門会議に出席した厚生労働省保険局高齢

者医療課の吉岡てつを課長は ｢首相は国保から同制

度に移った世帯で負担が減っている割合を示したも

のだ｣ と説明｡ ｢後期高齢者全体では61％の人が保

険料が安くなる｣ との粗い推計を明らかにした｡

麻生首相は７日の衆院予算委員会で同制度の保険

料負担に関して ｢今の案で70－75％の方々は今まで

の掛け金より安くなる｣ と述べた｡ 15日の部門会議

で長妻昭衆院議員は ｢計算の前提条件を示さないで

みんな７割だと首相は言っている｣ と述べ､ 国民に

間違った理解を与えていると指摘した｡

吉岡課長によると､ 国保の代表的な８割の世帯で

計算すると､ 同制度への移行によって75％の世帯で

負担が減る｡ ただ､ 計算には､ 国保の残る２割の世

帯と被用者保険の被保険者35万人､ 被扶養者200万

人は含まれていない｡

吉岡課長は､ 制度導入によって仮に国保加入者の

75％が負担減になり､ 被用者保険の被保険者と被扶

養者の全員の保険料が高くなると想定した場合､ 後

期高齢者全体で見ると61％の人が保険料が安くなる

とした｡ (10/16MEDIFAXより)

08年度改定の影響調査項目を了承／中医協・
検証部会
中医協・診療報酬改定結果検証部会は11月５日､

2008年度診療報酬改定の影響を調べる特別調査の調

査項目を大筋で了承した｡ 11月には調査を開始し､

09年３月には報告書を作成する予定だ｡ 特別調査の

対象となるのは､ ①病院勤務医の負担軽減､ ②外来

管理加算の意義付けの見直しの影響､ ③後発医薬品

の使用状況､ ④後期高齢者診療料の算定状況､ ⑤後

期高齢者終末期相談支援料の算定状況―について｡

現在凍結されている後期高齢者終末期相談支援料

に関する一般診療所向けの調査は､ 凍結前に算定し

ていた可能性が高い在宅療養支援診療所と内科を標

榜する診療所を対象とし､ 支援料算定の妥当性など

を尋ねる｡ 終末期の診療方針に関する話し合いの状

況や具体的内容を担当看護師に尋ねるほか､ 20歳以

上の国民に終末期の治療方針に関する話し合いや文

書提供などについての意見を聞く｡

(11/6MEDIFAXより)

ＤＰＣデータに基づく ｢連続的な評価｣ を提
案／ＤＰＣ分科会で厚労省
厚生労働省は11月７日の中医協・ＤＰＣ評価分科

会で､ 調整係数に代わる新たな機能評価係数に関す

る７項目の基本的考え方の案を提示し､ 大筋で了承

された｡ 従来の出来高払い方式で用いられているよ
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うな､ 一定の症例数などを満たした場合に評価する

手法だけでなく､ ＤＰＣデータを活用できる制度の

特徴を生かし､ データに基づいて細かく評価する

｢連続的な評価｣ の検討などを盛り込んでいる｡ 中

医協の基本問題小委員会に報告するとともに､ 各論

については引き続き議論を進める｡

厚労省によると ｢連続的な評価｣ の導入は､ 症例

数などに基づいて評価した場合､ 医療機関が高い評

価を得ることを目的に症例数を増やすことを避ける

狙い｡ 導入した際に診療内容に大きな変容が起こら

ないよう､ 係数に上限値を設けることなどを検討す

る必要性も指摘している｡ (11/10MEDIFAXより)

５分ルールで応酬 ｢議論の場を｣ と日医／
｢蒸し返し｣ と支払い側
｢問題があるなら２年に１回の改定にこだわるべ

きでない｡ 早急にデータに基づき議論を｣ と再改定

も視野に入れた検討を主張する診療側に対し､ ｢公

益委員の裁定でいったん決まったことを蒸し返すべ

きではない｣ と押し返す支払い側｡ 11月５日の中医

協総会は､ 2008年度診療報酬改定で ｢５分ルール｣

が導入された ｢外来管理加算｣ をめぐって､ 各側委

員が激しく意見をぶつけ合った｡ 結局､ 同加算を個

別に議論することは却下されたものの､ 08年度改定

の付帯意見に盛り込まれている ｢基本診療料の在り

方の検討｣ を議論する中で､ 日医による同加算の影

響調査の結果を提出することは了承された｡

口火を切ったのは藤原淳委員 (日本医師会常任理

事)｡ ｢５分ルールによって現場では算定困難となり

減収となっている｡ 日医の緊急レセプト調査でも予

想を超える影響が出ている｣ と述べ､ 中医協の改定

結果検証部会の検証項目としてだけでなく､ 総会や

診療報酬基本問題小委員会でも ｢５分ルール｣ の議

論をすべきとの考えを主張した｡

これには､ 支払い側の対馬忠明委員 (健保連専務

理事) が反論した｡ 対馬委員は ｢08年度改定で400

億円の財源を病院に回すため､ 診療所の再診料を下

げるとの議論があったが､ 診療側が反対したため､

代わりに公益委員の裁定で外来管理加算の見直しが

決まった｡ 時間要件は賛成ではないが､ 判断せざる

を得なかった｡ これが問題というなら､ 診療所の再

診料の引き下げ議論をまたしなければならない｣ と

批判｡ さらに ｢想定以上の減収というが､ 逆に想定

以上に増収となった項目もあるのではないか｡ 個別

の議論ではなく､ 基本診療料の在り方を検討する中

で議論すべき｣ とも主張した｡

竹嶋康弘委員 (日医副会長) は ｢公益裁定によっ

て決まったことは事実｡ 中医協で決めたことを軽々

しく変え難いことも事実｡ しかし､ 医療の現場は生

きている｡ 型通りに２年に１回でなく､ できるだけ

急いで検証してほしい｡ 患者と常に接している医療

現場からの情報をぜひ提示したい｣ と述べ､ 日医の

調査データの中医協への提出を要望した｡

｢再改定含み｣ の議論を求める診療側に対し､ 支

払い側の松浦稔明委員 (香川県坂出市長) は ｢あれ

だけのエネルギーを使って議論したのに､ 再び議論

するのは反対｣ と ｢５分ルール｣ を議論することに

難色を示した｡ ただ､ 遠藤久夫会長 (学習院大学教

授) は各側の意見を勘案し ｢調査データを出しても

らって議論することはよいと思う｡ 基本診療料の在

り方の議論の中で出していただく｡ しかし､ どう扱

うかは今後の議論｣ と述べ､ あくまで基本診療料全

体の見直しの中で ｢５分ルール｣ を議論すると総括

した｡ (11/6MEDIFAXより)

医療安全調査委法案は提出見送り／今臨時国
会で厚労省
厚生労働省は現在開会中の臨時国会に､ 社会保障

費の自然増2200億円の圧縮策として政管健保の国庫

負担を削減するため健康保険法などの特例措置を定

める ｢平成20年度における政府等が管掌する健康保

険の事業に係る国庫補助額の特例及び健康保険組合

等による支援の特例措置等に関する法律案｣ など合

計８件の法案を提出する予定だ｡ 診療関連死の死因

究明を行う第三者機関を創設する ｢医療安全調査委

員会設置法案 (仮称)｣ は提出を見送った｡ 厚労省

が10月15日の参院自民党・政策審議会で明らかにし

た｡

今臨時国会提出 (予定) の法律案は合計33件 (新

規14件､ 継続19件) で､ うち厚労関係は８件 (新規

２件､ 継続６件)｡ (10/16MEDIFAXより)

サリドマイド製剤など32品目承認／厚労省
厚生労働省は10月16日､ 藤本製薬のサリドマイド

製剤 ｢サレドカプセル100｣ など､ 新薬32品目 (一

部変更承認を含む) を正式承認した｡ 年内にも薬価

収載される見通し｡

サレドカプセルは､ 厳格な安全管理手順の順守が

承認条件｡ 厚労省は安全確保を徹底させるため､ 承

認条件の具体的な内容や､ 適正使用推進に向けた厚
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労省の取り組みなどを示した同日付の２課長通知

(審査管理課､ 安全対策課) を各都道府県などに送

付した｡ (10/17MEDIFAXより)

外来管理加算､ 家族への問診も診察時間に／
厚労省が疑義解釈
厚生労働省は10月15日付で､ 2008年度診療報酬改

定の疑義解釈 (その５) を地方厚生局などに事務連

絡した｡ 外来管理加算について､ 小児や認知症患者

など本人に問診することが困難な場合は､ 家族らへ

の問診や説明の場合でも算定できるとした｡ 家族な

どに対する問診や説明の時間も診察時間に含める｡

外来管理加算は08年度診療報酬改定で､ 患者に対

する丁寧な問診､ 診断､ 説明など ｢おおむね５分を

超える直接診療｣ をした場合に算定できるとしてい

る｡

疑義解釈ではこのほか､ 入院時医学管理加算の施

設基準となっている ｢治癒｣ の定義として､ ｢退院

時に､ 退院後に外来通院治療の必要がまったくない､

またはそれに準ずると判断されたもの｣ との見解を

示した｡ (10/21MEDIFAXより)

周産期医療と救急医療の連携強化へ／厚労省､
妊婦死亡問題受け懇談会
都立墨東病院などで受け入れを断られた妊婦が脳

内出血で死亡する事例が発生したことなどを受け､

厚生労働省は周産期の救急医療体制の強化を図る目

的で ｢周産期医療と救急医療の確保と連携に関する

懇談会｣ を新たに設置し､ 11月５日に初会合を開い

た｡ 同日の懇談会には舛添要一厚生労働相も出席し

た｡ 今後､ 周産期医療と救急医療の確保､ さらに両

者が連携するための基本的枠組みを検討し､ 2009年

度予算案も視野に入れて12月中をめどに意見の取り

まとめを行う｡

同日は岡井崇・昭和大医学部産婦人科学教室主任

教授を座長に選出した後､ 周産期医療と救急医療の

連携にかかわる問題点について各構成員が意見を述

べた｡

懇談会は今後､ ３－４回の会合を通じて議論を深

める｡ 次回は周産期医療と救急医療の連携が適切に

行われている地域から事例紹介を求める予定｡

(11/6MEDIFAXより)

社会保障カードの議論整理を公表／厚労省
厚生労働省は10月28日､ ｢社会保障カード (仮称)

の在り方に関する検討会｣ のこれまでの議論の整理

を公表した｡ ８月29日の同検討会で提示した議論の

整理案を修正｡ 具体的には､ 社会保障カードの実現

に当たっての検討課題として､ 医療や介護の保険証

として利用する場合と､ 年金記録などの情報を閲覧

するために利用する場合との違いなどを追加した｡

厚労省は2008年度中に社会保障カードに関する基本

計画を策定する予定だ｡

本人を特定する鍵となる情報 (本人識別情報) に

ついては ｢医療・介護の現場では､ 保険者間の移動

や姓の変更といったライフイベントの影響を原則受

けない本人の識別番号を導入すべき｣ ｢紙処理とコ

ンピューター処理が混在することが予想されるため､

医療・介護現場で用いる識別番号は可視化して表示

されるべき｣ などの意見があったと記述｡ その上で､

医療・介護現場で混乱を招かないために､ 可視化さ

れた識別番号の必要性や､ その番号を制度を越えて

運用しないことを担保する仕組みを検討する必要が

あるとした｡

また､ カードの導入に当たって､ 年金・医療・介

護の３制度を一体的に扱う統一的な番号の導入を前

提にしたかのような議論をすべきではないという意

見も追加した｡

今回の議論整理の位置付けについては､ いくつか

の仮定を基にした議論を整理したもので ｢現段階で

検討会としての一定の結論を得たものではない｣ と

明記した｡ (10/29MEDIFAXより)

凍結の ｢相談支援料｣ も今後議題に／終末期
の在り方懇が初会合
厚生労働省の ｢終末期医療のあり方に関する懇談

会｣ は10月27日､ 初会合を開き､ 望ましい終末期医

療の在り方に関する検討を始めた｡ この日は､ これ

までの終末期医療に関する議論の経過や､ 厚労省が

2008年実施した意識調査の結果報告を受けて自由討

論をした｡ 委員からは､ 厚労省が07年４月にまとめ

た終末期医療の決定プロセスに関するガイドライン

(ＧＬ) の問題点に対する指摘や､ 意識調査結果の

解析を求める意見が相次いだ｡ 意思決定のプロセス

や凍結された終末期相談支援料の在り方についても

議題に上る見通しだ｡

会議の冒頭で､ 舛添要一厚生労働相は08年度診療

報酬改定で創設された ｢後期高齢者終末期相談支援

料｣ が凍結された経緯について説明し､ ｢人生の終

わりをどうつくるか国民全体で考える場があってい
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いと考えていた｡ 次は国民全体の理解を得た上でや

るべきだと思っている｣ と述べた｡ 厚労省の審議会

などでの終末期医療に関する議論は ｢対外的には国

民全体に伝わっていない｣ と指摘｡ ｢終末期は医療

だけでなく､ 家族や社会全体の問題｡ 論点を提示し

てもらうだけでも意義があると思う｣ と訴えた｡

(10/28MEDIFAXより)

医師不足､ 周産期センターにしわ寄せ／妊婦
死亡問題で厚労省､ 調査結果公表
都内で起きた脳内出血の妊婦死亡問題に関して厚

生労働省は11月７日､ 聞き取り調査の結果を明らか

にした｡ 同日開かれた民主党の周産期医療再建ワー

キングチームの初会合で厚労省の担当官が説明した｡

周産期母子医療センターは給与面などでの待遇が悪

く人材が集まらないことや､ 医師不足で産科を閉鎖

する病院が多いため､ センターにしわ寄せがきてい

るなどの実態が浮き彫りとなった｡

調査は厚労省が東京都と総務省消防庁との合同で､

受け入れ拒否をした８病院と搬送を依頼したかかり

つけ産婦人科医院を訪問し､ 聞き取りを行った｡

調査結果によると､ 病床が常に満床になっている

原因としては､ ①分娩を取りやめる病院が多い中､

センターに正常分娩からハイリスクまでの分娩が集

中している､ ②多胎などハイリスク妊娠の割合が上

がっており､ 少しでもリスクがあるとセンターに紹

介されてくる─ことなどが挙がった｡ ハイリスク妊

産婦を受け入れる体制を確保するため､ 正常分娩を

制限することや､ 病床稼働率が低くなっても経営的

に成り立つような支援が必要との指摘もあった｡ こ

のほか母体の救命のため､ 救命救急センターや脳外

科などを備え､ 必ず受け入れられる仕組みを検討す

べきとの提案もあった｡

今回の事案で手間取った搬送調整については､ 搬

送調整を選任で行うコーディネーターを求める声や､

搬送調整の情報交換を行う専用電話の設置が必要と

の声も出た｡

医師確保については､ ①センターは訴訟リスクが

高く拘束時間が長い割に､ 給料がよくないため人材

が集まらない､ ②人材が集まるよう医師の手当を手

厚くする補助を行い､ 交代勤務制が組める体制をつ

くるべき─などの意見が出た｡

(11/10MEDIFAXより)

未加入先の出産は据え置き／補償制度で一時
金支給額
厚生労働省は11月５日､ 産科医療で ｢無過失補償

制度｣ が2009年１月導入されるのに伴い､ 現行の35

万円から38万円に支給額を引き上げる予定の ｢出産

育児一時金｣ について､ 同制度に加入していない病

院や診療所､ 助産所で出産した人には､ 引き上げ分

の３万円を支給せず現行額に据え置く方針を決めた｡

お産を扱う病院など約3300カ所の加入率は現在95

％｡ 厚労省は100％加入させ､ 安心して出産できる

よう妊産婦全員をカバーしたい考えだ｡

無過失補償は､ 出産事故で脳性まひの子が生まれ

た場合､ 医師に過失がなくても妊産婦に計3000万円

を支払う制度｡ 医療機関が負担する制度の掛け金３

万円が転嫁され出産費用が高くなる見込みで､ その

分の出産育児一時金引き上げが決まっていた｡ 一時

金は公的医療保険から支給される｡【共同】

09年度の医学部定員､ 過去最多の8486人に／
文科省､ 定員増計画73大学504人
文部科学省は11月４日､ ｢骨太方針2008｣ に盛り

込まれた医学部入学定員増に基づき､ 73大学から504

人分の09年度の入学定員増計画の申請があったこと

を明らかにした｡ ｢緊急医師確保対策｣ に基づく増

員計画と合わせると77大学693人分の定員増となり､

合計の入学定員は過去最多だった1981－84年を200

人余り上回る8486人に上る｡

骨太方針08に基づく増員を申請したのは､ 国立39

大学199人分､ 公立８大学49人分､ 私立26大学256人

分｡ 増員計画とともに大学側に提出を求めた地域医

療への貢献に関する計画として､ ｢ホームステイ型

研修をはじめとした地域住民とのふれ合いを重視し

た地域医療教育の充実｣ (福島県立医科大)､ ｢『生命

誕生の喜び』 体験実習や 『子育て体験・乳児発達観

察』 実習など､ 小児・産科・救急医療などへ進むきっ

かけを与える機会の早期創設｣ (信州大) などが寄

せられた｡

増員計画は今後､ 文科省の ｢大学設置・学校法人

審議会｣ への諮問・答申を経て正式に決定する｡

(11/5MEDIFAXより)

公務員給与､ 医師は増額へ／33道府県で据え
置き勧告
地方公務員の月給､ 期末・勤勉手当 (ボーナス)

など､ 給与に関する2008年度の人事委員会勧告が10
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月17日､ すべての都道府県と政令指定都市で出そろっ

た｡ 共同通信の集計では33道府県､ 10政令市が国家

公務員についての人事院勧告と同様､ 給与据え置き

を勧告した｡

年収ベースで引き上げの勧告は埼玉など12県と北

九州市｡ 一方で東京都､ 鳥取県と､ 仙台､ 静岡､ 浜

松､ 名古屋､ 大阪､ 広島の６政令市が引き下げを勧

告した｡

また､ 公立病院の医師不足が深刻化する中､ 東京

都と福岡県を除く45道府県と､ 札幌など12政令市で､

民間病院との給与格差是正のため､ 医師の初任給調

整手当の引き上げを求めた｡ 人事院は同手当につい

て年間約127万円の引き上げを勧告している｡

地方公務員給与は06年10月､ 総務省が地域の民間

給与を基準として重視するよう通知してから自治体

間の勧告のばらつきが顕著になった｡ 埼玉県は､ 県

内の民間平均より月給が約3900円低いとして､ 平均

年収で６万5000円の引き上げを勧告｡ 民間より月給

が約１万1500円高い鳥取県は平均年収で約19万5000

円の引き下げ｡ 名古屋､ 大阪､ 広島の３市も年収で

４万円台の引き下げを勧告した｡

大阪府では据え置きを勧告､ 橋下徹知事が８月か

ら実施した今後３年にわたる給与削減を事実上容認

した｡【共同】(10/20MEDIFAXより)

レセプト点検効果額､ 目標値上回る／社保庁・
社会保険事業運営評議会
社会保険庁の社会保険事業運営評議会が10月27日

に開かれ､ 2007年度事業実績報告書案の報告を受け

た｡ 社保庁は近く同報告書を厚生労働省に提出する｡

報告書案によると､ 政管健保のレセプト点検調査

による医療費適正化に数値目標を掲げて取り組んだ

結果､ 被保険者１人当たりレセプト点検効果額は外

傷以外の受診による内容点検で928円となり､ 目標

値の806円を122円上回った｡ 社保庁は､ 保険医療機

関単位に３カ月程度の連続した複数月のレセプトを

抽出して行う総覧点検を継続して行ったことで､ 過

誤調整の件数が増加したことなどが要因と指摘した｡

ただ､ 外傷などによる受診のレセプトを対象とす

る外傷点検については､ 交通事故などによる疾病が

減少傾向にあったことなどにより､ 07年度の点検効

果は目標値を55円下回る409円にとどまった｡

船員保険については､ 内容点検の点検効果は目標

値を138円上回る1311円だった｡ 外傷点検は788円で､

目標値を80円下回った｡ (10/28MEDIFAXより)

医師確保や災害対応強化を／北海道､ 東北知
事会議
北海道と新潟県､ 東北６県の知事で構成する北海

道東北地方知事会議が11月６日､ 青森市のホテルで

開かれ､ 地震など自然災害への対応や､ 医師確保策

の強化などを国に求める緊急提言をまとめた｡

岩手・宮城内陸地震などがあった岩手県の達増拓

也知事は ｢山間部を中心に被害が甚大だったが､ 林

地の復旧支援の仕組みが不十分｣ として､ 災害復旧

での地方の負担軽減や激甚災害指定基準の見直しを

求めた｡

地方の医師不足について新潟県の泉田裕彦知事は

｢地方と都市部の差は厳然としている｣ と指摘｡ 福

島県の佐藤雄平知事も ｢研修医が東京に一極集中し

ており､ 卒後臨床研修制度の見直しが大事｣ と主張

した｡【共同】(11/10MEDIFAXより)

国の責任で医師不足解消を／関東知事会がア
ピールへ
関東地方知事会 (10都県) は10月29日､ 千葉市内

で会議を開き､ 東京都内で診療拒否された妊婦が出

産後に死亡した問題などを受け､ 医師不足を国の責

任で解消して医療体制を充実するよう政府に緊急ア

ピールを出すことで合意した｡

会議で石原慎太郎東京都知事は ｢東京は産科も小

児科も給料を上乗せしているが､ とても追いつかな

い｣ と医師不足の現状を指摘｡ 各知事らからは ｢医

師不足を招いた責任を (国は) 自覚すべきだ｣ (上

田清司埼玉県知事)､ ｢医者が増えると医療費が増え

るという考え方は自重してもらいたい｣ (堂本暁子

千葉県知事) などと批判が相次いだ｡

会議ではこのほか関東地方の主要港と内陸部を結

ぶ道路網の整備など､ 12項目の国への要望事項を決

めた｡【共同】(10/31MEDIFAXより)

周産期の拠点に医師派遣へ／都が約500億円
規模の補正予算
東京都は10月31日､ 金融危機と妊婦死亡事故を受

けて､ リスクの高い妊婦を受け入れる周産期医療の

拠点病院に地域の医師会から産科医を派遣すること

や､ 公共工事の前倒しなどを盛り込んだ総額約500

億円規模の第２次補正予算案を､ 12月の定例都議会

に提案する方針を固めた｡

資材価格の高騰などで中小企業の経営環境が悪化

しており､ 都は中小企業向けの制度融資の拡充や新
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銀行東京の減資対応などを盛り込んだ935億円の補

正予算を編成したばかりだった｡

【共同】(11/4MEDIFAXより)

太田市が後期高齢者制度で助成／年5000円を
支給
群馬県太田市は11月６日までに､ 後期高齢者医療

制度で負担が増えている75－79歳の市民を対象に年

１回､ 一律現金5000円を支給する ｢元気支援金支給

制度｣ を始めると発表した｡ ２年間の暫定措置で､

25日から支給する｡

支給対象となるのは7652人 (10月１日現在) で､

年間総額約3800万円｡ 後期高齢者医療制度の保険料

は県単位で決められ､ 市町村が直接保険料を減額す

ることができないため､ 激変緩和措置としてほかの

方法での助成となった｡

太田市はすでに ｢長寿祝金｣ として80歳以上に

6000円､ 88歳以上に8000円を支払っていたが､ 79歳

以下は対象外だった｡【共同】

宿直明けに倒れた24歳看護師､ 過労死認定／
労基署､ 残業月100時間
東京都済生会中央病院 (東京都港区) で2007年５

月､ 宿直明けに意識不明になり､ 死亡した看護師高

橋愛依さん (当時24) について､ 三田労働基準監督

署 (同区) が過労死として労災認定していたことが

分かった｡ 認定は10月９日付｡

代理人の川人博弁護士によると高橋さんは06年４

月から同病院に勤務｡ 07年５月28日午前７時30分ご

ろ､ 手術室の中でストレッチャーに突っ伏している

のを同僚が発見｡ 同日夕､ 死亡した｡ 持病はなく､

死因は致死性不整脈とみられるという｡

高橋さんが働く手術室はもともと26人態勢だが､

07年３月末には18人になった｡ 新人が補充されたが

人員不足の状態は続き､ 高橋さんは４月から５月に

かけ､ 25時間拘束の宿直勤務を８回こなしたほか､

土日に働くこともあり､ 残業は月約100時間だった｡

４月中旬には､ 10日間に３回宿直があり､ ３回目

の明けの勤務中に倒れ､ 翌日午前から勤務したこと

もあった｡ 病院の就業記録では､ 残業は４月は33時

間､ ５月は15時間だった｡

発症前２－６カ月間の時間外労働が､ 月80時間以

上だと過労死の危険があるとされる｡ 同労基署は

｢残業時間は基準より少ないが､ 不規則勤務や緊急

手術などの過重性を総合的に判断し､ 認定した｣ と

説明したという｡

高橋さんは日記に ｢忙しい｣ ｢もう無理｣ と書き

残していた｡ 父親は ｢娘の労災認定により､ あるべ

き労働環境への改善に近づくとともに､ 認定の在り

方も少しずつ変わっていくと信じています｣ とコメ

ントした｡

病院側は ｢労災認定は真摯に受け止めている｡ 看

護師の勤務が過重にならないように態勢を検討して

いる｣ としている｡ (10/20MEDIFAXより)

病院賠償､ ２審も認めず／小児科医の過労自
殺訴訟
東京の小児科医中原利郎さん (当時44) のうつ病

による自殺をめぐり､ 遺族４人が勤務先の病院を運

営する立正佼成会に対し､ 計１億2000万円の損害賠

償を求めた訴訟の控訴審判決で､ 東京高裁は10月22

日､ 請求を退けた１審判決を支持､ 遺族の控訴を棄

却した｡

中原さんの自殺は過労が原因として労災認定され

ているが､ 鈴木健太裁判長は ｢うつ病の症状もみら

れたが､ 中原さんは業務をそれなりに処理し､ 無断

欠勤もなかった｡ 産業医への相談もなく､ 精神的な

異変を病院側は認識できなかった｣ と指摘｡ 安全配

慮義務違反による賠償責任は生じないと判断した｡

遺族側弁護士は ｢労災が認められたのに､ 使用者

の責任が否定されたのは珍しい｣ としている｡

遺族側は､ 今回の訴訟のほか労災認定を求める訴

訟も提起｡ 東京地裁は2007年３月､ 自殺を労災と認

める判決を言い渡し､ そのまま確定した｡

しかし､ 約２週間後にあった今回の訴訟の東京地

裁判決は､ 自殺原因を過労と認めずに請求を棄却｡

遺族が控訴していた｡

鈴木裁判長は ｢自殺の４－５カ月前には最大月８

回の当直など過重な勤務をし､ 全国的な小児科医不

足の中で医師の減少にも直面｡ 著しい負担があった｣

として､ 過労が自殺原因のうつ病を引き起こしたと

認めた｡

判決によると､ 中原さんは1987年４月から､ 東京

都中野区の立正佼成会付属佼成病院に勤務｡ 99年１

月末に小児科部長代行となり､ 同年３月から６月の

間にうつ病を発症､ ８月に病院屋上から飛び降り自

殺した｡【共同】(10/24MEDIFAXより)
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外国人看護師・介護士の定住促進を／経団連
が労働力不足で提言
日本経団連は10月14日､ 少子化で日本の労働人口

が減少すると予想されるため看護師､ 介護士など一

定の技能を持つ外国人労働者の定住を認めるよう政

府に求めた提言を発表した｡ 経団連はこれまで研究

者など高度な技術､ 知識を持つ人材の定住促進を要

望してきたが､ 製造､ 建設などの分野を含む技能労

働者にも定住の門戸を広げるべきだとした｡

外国人労働者の移民受け入れについての法整備に

加え､ 本人・家族への日本語教育の充実､ 住宅確保

や医療､ 年金など社会保障制度の改善といった定住

支援策も求めた｡【共同】(10/16MEDIFAXより)

医療費分析にも積極的に取り組む／協会けんぽ
政管健保の運営を社会保険庁から引き継ぎ､ 10月

１日に発足した全国健康保険協会の第１回運営委員

会が23日に開かれた｡ 田中滋・慶応大大学院教授を

委員長に選出したほか､ 今後の審議予定について､

2009年度の事業計画と予算を09年２月末までにまと

める方針を確認した｡

小林剛理事長はあいさつで､ 医療制度改革を着実

に進めるためにも今後､ 同協会には保険者機能を十

分発揮することが強く求められるとの考えを強調｡

一方､ 同協会が運営する協会けんぽの被保険者証の

印字の不具合や事務処理の誤りなど､ 発足直後の不

手際についてあらためて陳謝した｡

田中委員長は同協会の事業内容について説明を受

けた後､ 調査分析の取り組みをさらに充実させるこ

とを強く求めた｡ これを受け同協会の貝谷伸理事は､

新たな業務システムの導入で収集できるデータ項目

を増やすこともできるとし､ 保険者機能の強化を図

る延長線上で医療費分析に力を入れる考えを強調し

た｡ また､ データ分析は外部の人材にも積極的に協

力を求めていく意向を示した｡

(10/24MEDIFAXより)

支援金は08年度限りの決断／健保連の対馬氏
｢09年度以降は断固反対｣
健保連の対馬忠明専務理事は11月７日の会見で､

旧政管健保への支援金として組合健保などに負担を

求める特例法案が今臨時国会で成立しない見通しと

なったことについて､ ｢具体的なスケジュールにのっ

ていないと聞いている｡ 国会審議の状況を見守りた

い｣ とだけ述べた｡ また､ 仮に厚生労働省の2009年

度の予算編成過程で再び同様の負担を求められた場

合について ｢08年度限りの決断だった｡ 次年度以降

については断固反対｡ 徹底して戦う｡ ここは揺らぐ

ことはない｣ と強調した｡

特例法案が成立せずに約1000億円が補正予算によっ

て賄われ､ 健保連が09年度以降の負担も拒否するこ

とになると､ 社会保障費2200億円の削減のために､

被用者保険間の財政調整を名目として浮上した支援

金負担は消えることになる｡

一方､ 後期高齢者医療制度の見直しに向けた ｢舛

添私案｣ に関しては ｢国保と後期高齢者医療制度を

統合し､ 都道府県単位とするのがポイントだろうが､

これまでの議論では都道府県単位には知事らの反対

が強かった｡ 利害関係者の議論と学者の議論は違う｡

現実問題として成り立つのか｣ と述べ､ 有識者を中

心とする大臣直属の検討会で議論を進めていく手法

に疑問を呈した｡ (11/10MEDIFAXより)

オンライン請求の義務化撤廃で共同声明／三
師会の会長が合同会見
日本医師会､ 日本歯科医師会､ 日本薬剤師会の三

師会は10月22日､ 合同の記者会見を開き､ 2011年度

に予定するレセプトオンライン請求義務化の撤廃を

求める共同声明を発表した｡ 唐澤�人日医会長は
｢レセプト請求のオンライン化を義務として強引に

押しつけては､ 医療安全や医療の質の向上に向けて

ＩＴを上手に活用することにならない｣ と批判｡ 義

務化によって一部医療機関が廃院に追い込まれかね

ない状況にあるとし､ 地域医療崩壊につながると強

い危機感を表明した｡

共同声明では､ 医療へのＩＴの活用は本来､ 医療

の質の向上､ 医療安全に資するものであるべきと強

調｡ 国はこれらの点をかんがみることなく､ レセプ

ト請求を例外なくオンラインに限定し､ 医療機関な

どに新たな投資と負担を強いようとしていると批判

した｡ さらに､ レセプトオンライン請求の完全義務

化が進めば地域の医療機関を撤退に追い込み､ 地域

医療崩壊に拍車をかけることは明らかと断言｡ 義務

化を撤廃し､ レセプトオンライン請求は医療機関な

どの自主性に委ねることを強く求めた｡

共同声明は同日中に舛添要一厚生労働相､ 大村秀

章厚生労働副大臣､ 尾辻秀久自民党参院議員会長に

提出した｡ 唐澤会長によると､ 舛添厚労相は声明に

ついて理解したとする一方､ 今後の対応については

議論があるとの認識を示したという｡ 尾辻会長から

2008年 (平成20年) 11月24日 毎週１回月曜日発行 第2666号(昭和26年３月５日第３種郵便物認可)京都保険医新聞

第113号16



情
勢
ト
ピ
ッ
ク
ス

�

は声明に対し前向きに取り組む意向が示された｡

日医の調査によると､ レセプトオンライン請求の

完全義務化が進めば､ 医科では8.6％の医療機関が

廃院するしかないと回答している｡

(10/23MEDIFAXより)

国民会議の最終報告 ｢医療費亡国｣ の大転換
に／分科会座長の大森氏
社会保障国民会議サービス保障分科会座長の大森

彌・東京大名誉教授 (社会保障審議会介護給付費分

科会長) は10月17日､ 茨城県東海村で開かれた ｢介

護保険推進全国サミット｣ で講演し､ 10月末にまと

まる予定の国民会議の最終報告について ｢これまで､

医療費が高まると日本の国が崩壊するというばかば

かしい前提の議論があった｡ これが (最終報告で)

決定的に変わる｣ と強調した｡

さらに､ ｢福祉国家が大きくなると経済成長は鈍

化するという､ 国際社会ではまったく通用しないこ

とを平気で言うような人がかつてはいた｣ とし､ こ

れまでの社会保障費の削減方針を転換すべきと主張

した｡

大森氏は ｢(社会保障の上で) やはり小泉構造改

革がひどかった｡ あの人は一体何をした人なのか｡

普通の人なら評価するはずがない｣ と述べ､ 社会保

障費削減の発端となった小泉純一郎・元首相の構造

改革を強く批判した｡ 一方､ 社会保障国民会議を立

ち上げた福田康夫・前首相については ｢これまでの

総理が手掛けなかった社会保障に手を掛けた人だっ

た｣ と評価する姿勢を示した｡

大森氏は国民健康保険の今後の在り方について

｢すべての市町村が参加しなければ生きていけない

仕事こそが､ 広域自治体としての都道府県の仕事だ｣

とし､ 国保と後期高齢者医療制度をワンセットとし

て都道府県単位で動かすべきとの認識を示した｡ そ

の上で､ 舛添要一厚生労働相が示した私案に対し

｢厚労大臣が頑張っておられるなら応援したい｣ と

述べた｡

現行の後期高齢者医療制度に対しては ｢内容は悪

くはないが､ 政治的に廃止が争点になったからには

持たないだろう｡ 見直さざるを得ない｣ と述べた｡

(10/20MEDIFAXより)

時間外の軽症受診に上乗せ／群馬大､ 4200円
群馬大病院 (前橋市) は10月29日､ 夜間や休日の

正規の診療時間外の救急受診について､ 軽症患者か

らは診療費のほかに4200円を12月１日から徴収する

と発表した｡ 診療時間外は医師が手薄なため､ 軽症

患者の受診を減らし､ 緊急性のある重症患者の受け

入れを強化する狙い｡ 同病院によると､ 国立大の付

属病院では山形大に次いで２例目｡ ①入院が必要､

②他院から紹介状を持参､ ③緊急処置が必要と医師

が判断―のいずれかに該当するケースは徴収しない｡

同病院が2007年度に受け入れた時間外受診の救急患

者は約7600人だが､ 約半数は緊急性の低い患者だっ

たという｡【共同】(10/31MEDIFAXより)

７カ所診療断られ妊婦死亡／緊急対応指定の
都立病院
体調不良を訴えた東京都内の妊婦 (36) が都立墨

東病院 (墨田区) など７カ所の医療機関に診療を断

られた後､ 最終的に救急搬送された墨東病院で赤ちゃ

んを出産後､ 脳内出血の手術を受け､ ３日後に死亡

していたことが10月22日､ 分かった｡ 赤ちゃんは無

事だった｡

墨東病院は､ 緊急対応を必要とする妊婦や新生児

を受け入れる都が指定した医療機関｡ 当直に当たる

産科医師の１人が退職し､ 妊婦が搬送された10月４

日の土曜日は研修医１人が当直していた｡ 都は､ 指

定医療機関としての態勢に不備がなかったか経緯を

詳しく調べる｡

都によると､ 妊婦は吐き気などを訴え､ 江東区の

かかりつけの産婦人科医院を訪れた｡ 医院は緊急な

措置が必要と判断し､ 墨東病院への搬送を手配｡ し

かし､ 墨東病院は産科の当直医が１人しかいなかっ

たため対応できず､ いったん断った｡

妊婦の診療がほかの６カ所の医療機関にも断られ

たため､ 医院が再度依頼し､ 約１時間後に墨東病院

が受け入れを決めた｡ 墨東病院は医師１人を呼び出

して対応｡ 妊婦は､ 帝王切開で赤ちゃんを出産後､

脳外科で脳内出血の手術を受けた｡

墨東病院の産科医師は､ ７月からは常勤３人､ 研

修医３人で当直に当たった｡ 平日の当直は２人だっ

たが､ 週末は１人で､ 妊婦が搬送された当日の当直

は30代の研修医１人だった｡

重大なケースになると､ 別の医師を呼び出してい

たという｡

都は ｢限られた人材で精いっぱい対応した｡ 痛ま

しいことで救えなかったのは残念｣ と話している｡

墨東病院は､ 救急患者の診察や緊急手術､ 救命措置

などに当たる ｢東京ＥＲ｣ を開設｡ 産科は直接は対
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象外だが､ 石原慎太郎都知事は ｢あってはならない

ことで残念｡ 経緯を調査したい｣ と話した｡

2007年８月には､ 買い物中に腹痛を訴えた奈良県

の妊婦の搬送先がなかなか決まらず､ 10カ所目に打

診した大阪府の病院に運び込まれたが､ 死産となっ

た｡【共同】(10/23MEDIFAXより)

次期介護報酬改定は3.0％引き上げ／初のプ
ラス改定へ､ 財源規模は約2300億円
麻生太郎首相は10月30日､ 首相官邸で ｢新たな経

済対策に関する政府・与党会議､ 経済対策閣僚会議

合同会議｣ を開き､ 追加経済対策を取りまとめた｡

追加対策には､ 2009年度の介護報酬改定について

｢3.0％引き上げ｣ を実施することを明記した｡ 3.0％

引き上げによる国庫負担分の約600億円は､ 09年度

当初予算に盛り込まれる予定｡ プラス改定による国

庫負担分をめぐっては財務省の反発があったものの､

｢断固プラス改定｣ という自民党の強い意向に財務

省が折れた格好だ｡

改定率をプラス3.0％とした根拠について､ 厚生

労働省は ｢06年度改定以降の賃上げ率や物件費を加

味した上昇分が１％弱｡ それを上回る率ということ

で３％になった｣ (老健局総務課) としている｡ 3.0

％引き上げによる財源規模は介護給付費と被保険者

の１割負担分を合わせて約2300億円｡ 介護従事者の

処遇改善をめぐっては､ 民主党が07年､ 平均賃金が

一定以上の認定事業所の職員に対し月額２万円賃上

げする案を示し､ 財源規模は約900億円としていた

が､ 政府・与党は民主党の財源規模を上回る対策を

示すことで､ ｢介護従事者の処遇改善｣ を強くアピー

ルする狙いがあったとみられる｡

追加経済対策で､ 介護報酬改定の3.0％の引き上

げが決まったことを受け､ 政府は介護保険料の急激

な上昇を抑制する措置として約1200億円を投じる｡

09年度は改定による上昇分の全額を､ 翌10年度は上

昇分の半額について､ 被保険者の負担を国費により

軽減する｡

介護保険料の軽減に当たっては､ 65歳以上の第１

号被保険者の保険料分は市町村に基金を設置｡ 40－

64歳の第２号被保険者については保険者団体などに

交付する｡ 今回の軽減措置はプラス改定による負担

増分のみで自然増分は含まないが､ 自治体で積み立

てている介護保険準備基金からも補てんするため､

第４期介護保険料は１号・２号被保険者ともに100－

200円程度の引き上げにとどまる見通しだ｡

追加経済対策では､ 次期介護報酬改定の3.0％引

き上げに加え､ 介護福祉士の修学資金貸付金事業の

拡大や､ 母子家庭の母親に対する介護福祉士・看護

師の資格取得の支援､ 外国人看護師・介護福祉士候

補者への日本語研修も盛り込んだ｡ こうした対策に

よって､ 介護人材などを10万人程度増強するとした｡

(10/31MEDIFAXより)

第２号被保険者の負担率は30％に／第４期介
護保険事業計画で政令改正
政府は10月21日の閣議で､ 介護保険法施行令と国

庫負担金の算定などに関する政令の一部改正を了承

した｡ 税制改正に伴う介護保険料の激変緩和措置の

終了により､ 保険料額が上がる人に対し､ 2009－11

年度まで同水準の軽減措置を講じる｡ また､ 第４期

介護保険事業計画 (09－11年度) での第２号被保険

者 (40－64歳) の負担率を30％とする｡ 施行は09年

４月１日｡

介護保険料の軽減措置の対象となるのは保険料負

担段階が ｢第４段階｣ で､ 前年の公的年金などの収

入額と所得の合計額が80万円以下の第１号被保険者｡

第４期計画期間中､ 市町村の判断で保険料を引き下

げることができる｡ 第２号被保険者の介護保険財政

の負担割合は､ 第３期計画 (06－08年度) の31％か

ら､ 30％に改める｡ (10/22MEDIFAXより)

3.0％増､ 給与に反映する方法を検討／次期
介護報酬改定で厚労省
厚生労働省は10月31日の ｢安心と希望の介護ビジョ

ン会議｣ に､ 政府・与党の追加経済対策に盛り込ま

れた介護報酬3.0％引き上げに伴う介護保険料の軽

減措置について説明した｡ 委員からは ｢３％引き上

げ分が介護従事者の賃金に反映される仕組みが必要｣

との意見が相次いだ｡ 厚労省老健局老人保健課の鈴

木康裕課長は ｢どのくらい処遇が改善されるかは地

域差などによりかなり異なる｡ 一定の額ということ

は難しい｣ と述べた上で､ 改定率のアップが賃金に

反映される方法を検討して次期改定に盛り込み､

2009年度にはその検証調査を行う方向性を示した｡

介護保険料の軽減措置について､ 厚労省は3.0％
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引き上げに伴う保険料増を､ ①09年度は上昇分全額､

②10年度は上昇分の半額─を国費により軽減すると

説明｡ 追加経済対策により､ 09年度は800億円､ 10

年度は400億円の計1200億円を軽減措置に充てると

した｡ 石川良一委員 (東京都稲城市長) は ｢軽減措

置も含め､ 介護報酬引き上げについて被保険者の理

解を求める説明責任がある｣ と国に対応を求めた｡

(11/4MEDIFAXより)

通所リハビリ ｢短時間・個別特化型｣ を創設
へ／次期介護報酬改定
厚生労働省は10月30日の社会保障審議会・介護給

付費分科会で､ 医療保険で維持期リハビリテーショ

ンを行っている利用者が､ 同じ医療機関で介護保険

適用の通所リハビリを受けられるよう基準や要件を

見直す案を提示した｡ また､ 介護保険での通所リハ

ビリ機能を強化するために､ 現在２時間以上の集団

型が中心の通所リハビリに､ ２時間未満の ｢短時間

で個別に特化した｣ 制度を創設する方針を示した｡

2006年診療報酬改定では､ 急性期・回復期リハビ

リは医療保険､ 維持期リハビリは介護保険が担当す

ると明確化したが､ 維持期リハビリについて ｢‶お

預かり機能”に終始し､ 内容が不十分｣ ｢急性期や

回復期リハを受けた医療機関で継続して受けたい｣

などの理由から､ 介護保険での通所リハビリを敬遠

する動きがみられた｡ このため､ 診療報酬では07年

４月に維持期リハビリの医学管理料を創設｡ 08年度

改定では同医学管理料を廃止した上で､ 疾患別リハ

ビリの算定上限日数を過ぎても月13単位まで算定可

能とし､ 介護保険の維持期リハビリについては09年

度介護報酬改定で見直すとしていた｡

(10/31MEDIFAXより)

訪問介護 ｢短時間頻回｣ や ｢夜間｣ 強化へ／
次期介護報酬改定
厚生労働省は10月30日､ 社会保障審議会・介護給

付費分科会を開き､ 2009年度介護報酬改定に当たっ

ての居宅系サービスについて議論した｡ 訪問介護に

ついては､ サービスの効率的な提供の観点から､ 短

時間の頻回訪問や夜間訪問介護を盛り込む案を提示

した｡

また､ 訪問介護員の研修や介護福祉士の雇用に取

り組む事業所を評価する ｢特定事業所加算｣ が普及

していない実態を踏まえて､ 要件を見直す方針を示

した｡ 厚労省は次回の会合で､ 居宅介護支援や地域

密着型サービスなど残りの居宅系サービスについて

議論する予定だ｡

特定事業所加算は､ 06年度から質の高いサービス

を評価する目的で導入したが､ 08年４月審査分で訪

問介護請求事業所の算定が4.6％にとどまるなど普

及していない状況｡ 加算の要件を満たしていても届

け出をしていない事業所に対し､ 厚労省が行った調

査によると､ 算定しない理由として ｢利用者の負担

増への理解が得られず利用者の減少が予想される｣

｢支給限度額を超過し利用回数の減少が予想される｣

など利用者側の視点を挙げる意見が多かった｡

このため厚労省は､ 特定事業所加算の普及に向け

て､ 利用者の視点に立った要件への見直しを提示｡

具体的には､ サービス提供責任者が緊急時対応を行

うなどの案を示した｡ (10/31MEDIFAXより)

褥瘡ケア､ 訪問看護の特別管理加算対象へ／
次期介護報酬改定
厚生労働省は2009年度介護報酬改定に向けて､ 訪

問看護の特別管理加算の対象に褥瘡ケアを追加する

考えを10月30日の社会保障審議会・介護給付費分科

会に示した｡ ただ､ 日本医師会の三上裕司常任理事

は ｢褥瘡は入院して集中的に治療した方がよい｣ と

述べるなど対象拡大に疑問を呈した｡

日本褥瘡学会のまとめによると､ 訪問看護を利用

する褥瘡患者のうち､ 重度とされるステージⅢとⅣ

の患者が42.5％を占める｡ また､ 国保中央会の調査

研究では､ 褥瘡ケアの処置時間は､ 現時点で特別管

理加算の対象となっている疾患のケアに要する時間

よりも長い｡ さらに､ 褥瘡ケアには専門的な知識・

技術が必要とされていることから､ 08年４月の診療

報酬改定でも､ 特別訪問看護指示書を１月につき２

回まで交付できるように算定拡大が図られるなど､

褥瘡ケアに対する訪問看護のニーズは高い｡ これら

の点を踏まえ､ 厚労省は次回改定で､ 褥瘡の処置を

特別管理加算の対象としたい考えだ｡

(10/31MEDIFAXより)

介護給付適正化事業､ 伸び抑制で効果／07年
度厚労省調査
厚生労働省は10月15日､ 2007年度の ｢介護給付適

正化推進運動実施状況調査結果｣ と ｢介護給付適正

化事業の効果｣ を公表した｡ 何らかの介護給付適正

化事業を実施している保険者は98.5％に上り､ ほと

んどの保険者で取り組みが進んでいることが分かっ

2008年 (平成20年) 11月24日 毎週１回月曜日発行 第2666号(昭和26年３月５日第３種郵便物認可)京都保険医新聞

第113号 19



た｡ 居宅介護給付額の伸び率を見ると､ 何らかの適

正化事業を実施している保険者は､ 何も実施してい

ない保険者より約５ポイント伸び率が抑制されてお

り､ 介護給付適正化で一定の効果が見られた｡

調査結果によると､ 07年度に何らかの適正化事業

を実施したのは1636保険者 (98.5％) で､ 前回調査

(99.4％) より0.9ポイント減少したものの､ ほとん

どの保険者で実施していた｡ 主要適正化５事業すべ

てを実施しているのは217保険者で､ 前回調査 (135

保険者) と比べ82保険者の増加｡ 一方､ いずれも実

施していないのは25保険者で､ 全体に占める割合は

1.5％にとどまった｡ 主要適正化５事業別では､ ｢要

介護認定の適正化｣ は87.5％､ ｢住宅改修・福祉用

具実態調査｣ は75.0％が実施していた一方､ ｢ケア

プランの点検｣ は最も実施率が低く38.0％にとどま

るなど､ 適正化事業によりばらつきが見られた｡

介護給付適正化事業の効果を見ると､ 何らかの適

正化事業を実施している保険者の居宅介護給付額の

伸び率は3.05％で､ 何も実施していない保険者の伸

び率 (8.18％) より5.13ポイント低く､ 適正化事業

により給付額の伸びが抑制されていることが分かっ

た｡ また､ 主要適正化５事業すべてで実施保険者の

居宅介護給付額の伸びが抑制されており､ 特に保険

者の規模が大きくなるにつれて､ 給付額の伸びが抑

えられる傾向が見られた｡

適正化事業の実施別に居宅介護給付額の伸びを見

ると､ 最も低いのは ｢介護給付費通知｣ 2.49％で､

次いで ｢ケアプランの点検｣ 2.57％､ ｢医療情報縦

覧点検｣ 2.90％の順だった｡ (10/16MEDIFAXより)

有老ホーム､ ７年で7.6倍に／厚労省調査
2007年の有料老人ホーム数は2671施設で介護保険

制度開始当初 (00年) の7.6倍に増えていることが､

厚生労働省が10月16日に公表した ｢社会福祉施設等

調査結果の概況｣ で明らかになった｡ 定員数や在所

者数も約４倍に増えており､ 厚労省は ｢有料老人ホー

ムに対するニーズが引き続き増えている｣ とみてい

る｡

00年の有料老人ホーム数は350施設だったが､ 介

護保険制度開始後は急激に増えており､ 07年は初め

て2000施設を突破した｡ 07年の定員数は14万7981人

で00年 (３万7467人) の3.9倍､ 在所者数は11万4573

人で00年 (２万6616人) の4.3倍に増えていた｡

老人福祉施設の常勤換算従事者数は５万625人で

前年より3967人減少した｡ 保健師・看護師や介護職

員の減少が目立った｡ 厚労省は従事者数の減少につ

いて､ 高齢者の各種相談などに応じる ｢老人福祉セ

ンター｣ が､ 06年の介護保険法改正に伴い創設され

た ｢地域包括支援センター｣ に移行し､ 調査対象外

となった影響が大きいと分析している｡

調査は86種類の社会福祉施設などと障害福祉サー

ビス事業所を対象に､ 07年10月に実施した｡

(10/17MEDIFAXより)

介護サービス情報公表､ 手数料平均は４万
4359円／厚労省が担当者会議
厚生労働省は11月４日､ 介護サービス情報公表制

度の担当者会議を開き､ 2008年７月16日現在の ｢情

報公表手数料設定の状況｣ について説明した｡ 公表

制度で事業者が支払う手数料の平均額は合計４万

4359円で､ 07年度調査に比べ9675円下回った｡ 都道

府県別でも減額改定をした自治体が約７割に上った｡

一方､ 都道府県別の最高額と最低額では約２万

3000円の格差があった｡ 厚労省は､ 手数料の見直し

に向けた取り組みは行われているものの､ 依然とし

て都道府県によって大きな差があるとし､ 引き続き

手数料の適切な検証を求めた｡

介護サービス公表制度をめぐっては､ 事業者が支

払う手数料が高額で事業者負担が大きいとの指摘が

あり､ 厚労省は各都道府県に対し､ 手数料水準の適

正化を求めてきた｡ 調査結果によると､ 手数料の全

国平均は公表事務手数料が１万674円､ 調査事務手

数料が３万3685円｡ 合計手数料を都道府県別にみる

と､ 最高額が島根の６万円､ 最低額が千葉の３万

6633円だった｡

手数料の見直しを行った都道府県は公表事務手数

料が32自治体 (68％)､ 調査事務手数料が35自治体

(74％) で､ いずれも約７割が見直しを行っていた｡

(11/5MEDIFAXより)

若年性認知症､ 約４割が ｢介護保険サービス
利用なし｣ ／東京都調査
東京都が10月16日に発表した ｢若年性認知症生活

実態調査｣ によると､ アルツハイマー病やピック病

を65歳未満に発症した若年性認知症患者の38.3％が､

介護保険制度によるサービス・支援を利用していな

いことが分かった｡ 障害者自立支援法によるサービ

ス・支援は ｢利用していない｣ が91.5％に上り､ う

ち ｢サービスを知らなかった｣ との回答は５割を超

えた｡ 東京都は ｢要介護度や認知症の進行度によっ
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て介護サービスの利用状況は違う｡ きめ細かい対応

が必要｣ としている｡

調査は2008年２月下旬－３月に､ 都内在住の若年

性認知症患者とその家族に実施｡ 同意を得た50世帯

に訪問調査を行い､ 47世帯から回答を得た｡ 患者は

男性が51.1％ (24人)､ 女性が48.9％ (23人)｡ 年齢

構成は60代 (61.7％) が最も多く､ 50代 (31.9％)､

70歳以上 (4.3％)､ 40代 (2.1％) の順で､ 平均年齢

は61.6歳だった｡ ｢認知症ではないか｣ と周囲が気

づいた年齢は ｢50代｣ が68.1％を占めた｡

介護保険サービスを利用していた患者は28人で､

サービス別に見ると ｢通所介護 (デイサービス)｣

38.3％､ ｢訪問介護｣ 23.4％､ ｢短期入所生活介護

(福祉系ショートステイ)｣ 21.3％､ ｢認知症対応型

通所介護｣ 8.5％などだった｡ 利用者の要介護度別

では､ ｢要介護５｣ 32.1％ (９人) が最も多かった｡

サービスを利用していないとした18人 (38.3％)

に理由を聞いたところ､ ｢知らなかった｣ と回答し

たのは２人 (11.1％) だった｡

一方､ 障害者自立支援法によるサービスは91.5％

(43人) が利用しておらず､ うち55.8％ (24人) が

｢(サービス内容を) 知らなかった｣ と回答するなど､

障害者自立支援法のサービスの認知度が低いことが

分かった｡

このほか､ 患者の現在の就業状況を聞いたところ､

｢働いていない｣ が87.2％ (41人) を占めた｡ うち

75.6％は若年性認知症になる前は就業しており､ 認

知症になったことで退職しているケースが多いこと

が分かった｡ 東京都は ｢若年性認知症患者は働き盛

りの人が多いので､ 就労支援を行う必要がある｣ と

している｡ (10/23MEDIFAXより)

3.0％増では崩壊止められない／次期介護報
酬改定で保団連
保団連は10月31日付で､ 政府の追加経済対策で

2009年度の介護報酬改定の3.0％引き上げが明記さ

れたことに関する要望書を､ 麻生太郎首相と舛添要

一厚生労働相に提出した｡ 3.0％の引き上げでは

｢介護崩壊は食い止められない｣ とした上で､ 軽度

者の介護給付制限 (介護予防給付の創設) の廃止や

報酬の引き上げ財源をすべて国庫負担の増額で賄う

ことなどを要望した｡

要望書によると､ 過去２回のマイナス改定に加え

て､ 06年介護保険制度改正での軽度者への介護給付

制限を勘案すると､ これまでの介護報酬のマイナス

幅は10％以上になると指摘｡ 09年度改定では3.0％

の引き上げと併せて､ 介護保険施設の居住費・食費

を保険給付に戻すなどの対策を求めている｡

また､ 追加経済対策に当たって麻生首相が ｢３年

後の消費税引き上げ｣ を明言したことに対しては

｢社会保障理念に逆行するもの｣ とし､ 消費税引き

上げではなく､ 先進諸国並みに国と企業負担を強化

すべきと主張した｡ (11/5MEDIFAXより)

介護や就労重点支援／京都市・障害者福祉計
画策定
京都市は11月３日までに､ 2012年度を目標とする

障害者保健福祉推進計画 ｢支えあうまち・京のほほ

えみプラン｣ を策定した｡ 緊急時におけるホームヘ

ルパーの派遣や就労支援など､ 障害者への具体的な

支援策を盛り込んだ｡

市は12年度までを計画期間とする ｢市障害者施策

推進プラン｣ を03年度に策定したが､ 障害者自立支

援法の施行などで障害者を取り巻く環境が変化した

ことから､ 計画を練り直した｡

新計画では重度障害者の家族が病気などで介護で

きなくなった場合､ 市が民間事業所に委託するなど

してホームヘルパーを派遣することや､ 関係機関や

企業と ｢就労支援ネットワーク｣ を構築し､ 障害者

のニーズに合った就労支援をすることなどを新たに

盛り込んだ｡

このほか､ 障害のある学生が通学しやすい道路環

境のバリアフリー化や､ 聴覚障害者らの学習を支援

するボランティアの充実も図っていく｡

実態反映せず現場から異論／府の介護・福祉
人材確保中間案
介護や福祉を担うヘルパーらの人手不足に対応し

ようと､ 京都府は ｢介護・福祉サービス人材確保プ

ラン｣ 中間案をまとめ､ 公表した｡ 京都ジョブパー

クとの一体運用する就労拠点整備などが案の柱だが､

府内のヘルパーらでつくる団体から ｢なぜ離職が多

いのか､ 当事者や労働者の声を聞き､ 調査をしてほ

しい｣ と見直しを求める声が出ている｡

府によると､ 府内の介護・福祉分野従事者数は
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2006年度で５万5000人で､ 離職率は17％と高く､ 事

業所は採用難に直面している｡ 非正規雇用の人が居

宅系サービスでは８割を占め､ 雇用環境の悪さも指

摘されている｡

中間案は､ 国に介護労働の報酬水準の適正化を求

めるほか､ 府の事業として▽府福祉人材・研修セン

ターと京都ジョブパークの機能統合▽専門性向上の

ための研修ネットワーク構築▽事業所への経営コン

サルタント派遣―を盛り込んだ｡

｢府プランは実態見ず｣ ／障害者団体が待遇
改善など申し入れ
京都府がまとめた ｢介護・福祉サービス人材確保

プラン｣ の中間案は現場の声を反映していないとし

て､ 府内の障害者福祉関係２団体のメンバーが11月

６日､ 京都市上京区の府庁を訪れ､ 賃金アップなど

を求める要望書を提出した｡

市内の障害者への訪問ヘルパーらでつくる団体

｢かりん燈｣ と､ 在宅で暮らす障害者らの ｢主体的

に生きる重度障害者の会｣ (伏見区) の２団体で､

府福祉・援護課に対し､ 同会代表の木村善男さんが

｢ヘルパーがいないと生きていけない｡ ヘルパーが

辞めていくことに恐怖を覚える毎日だ｣ と訴えた｡

また､ ヘルパーの男性は ｢低賃金・重労働で休み

も取れない｡ 長続きせず辞めていくのは現場の人が

大切にされていないからだ｣ と話し､ 府独自に介護

報酬を上乗せするように求めた｡

プラン検討委のメンバーに介護労働者や福祉サー

ビス利用者が入っていないことにも不満を示し ｢現

場の生の声をなぜ聞かないのか｣ とただした｡ 福祉・

援護課は ｢配慮が足りなかった｡ 今後立ち上げる人

材プラットホームには利用者団体にも参加してもら

う｣ とした｡

京都市立病院と京北病院を一体化／独立行政
法人に､ 審議会が答申素案
京都市の病院事業の経営形態について審議してい

る市医療施設審議会は10月30日､ 市立病院 (中京区)

と京北病院 (右京区) を一体化し､ １つの ｢地方独

立行政法人｣ で２病院を運営する方式に移行するの

が最適とする答申素案をまとめた｡

現在､ 市の病院事業は予算決算に議会の議決が必

要で､ 病院独自の責任と権限が弱く､ 医療技術の進

歩や経営環境の変化に機敏に対応するため､ 経営の

在り方を検討している｡

素案では､ 地方公営企業法を全面的に適用して市

直営のまま経営に一定の権限を持つ ｢管理者｣ を置

く方式と､ 地方独立行政法人化で職員を非公務員と

する２つの方式に絞って検討した｡

その結果､ 医療レベルの確保や感染症対策などの

政策医療の確保では２つとも変わらないものの､ 独

法化では理事長が労働条件の設定や予算管理に権限

を持ち､ 現状よりも自由度の高い運営や素早い意思

決定が可能になるとして､ 課題解決に最適だとした｡

｢無保険｣ の子どもに保険証／京都市方針､
11月中に全員交付
京都市は11月５日､ 国民健康保険料の滞納で実質

的に ｢無保険｣ となっている世帯の中学生以下の子

どもに対し､ 受診抑制を避けるため､ 11月中に全員

に保険証を交付する方針を明らかにした｡

国保料を１年以上滞納すると保険証が ｢資格証明

書｣ に切り替わり､ 医療費をいったん全額支払わね

ばならない｡ 厚生労働省が10月､ 公表した調査結果

でこうした ｢無保険｣ 世帯の中学生以下の子どもが

全国で約３万人に上り､ 市内でも2008年９月末で65

世帯､ 105人が無保険となっている｡

市は ｢正当な理由がない滞納は許されないが､ 子

どもに責任はない｣ として､ 全員に交付することに

した｡ 他の政令市でも同様の動きが出始めており､

１年間を期限とする短期保険証の交付を検討してい

る｡

健康調査要望､ 国が放置／60年前の京都ジフ
テリア予防接種禍
京都市で60年前､ ジフテリアの予防接種を受けた

乳幼児68人が死亡した ｢京都ジフテリア予防接種禍

事件｣ で､ 2007年春に後遺症の健康調査を国に要望

した被害者グループに対し､ 国は１年半たった現在

まで回答せず､ 事実上放置していることが､ 11月３

日に分かった｡ 戦後の ｢薬害第一号｣ とされる事件

の被害者の中には､ 今も後遺症の疑いのある手足の

まひなどに苦しむ人もおり､ 国に誠意ある対応を求

めている｡

また､ 国側が事件の翌年､ 敗訴が濃厚な民事裁判

を回避するために ｢相当額の慰謝料を支払い､ 訴訟

提起を防ぐのが得策｣ とする内部文書を作成してい

たことも､ 被害者グループの調査で判明した｡ 被害

者側は ｢責任をうやむやにする国の体質は今も昔も

変わらない｡ 後遺症に悩む人は多いはず｡ 高齢化が
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進む前にきちんと診察してほしい｣ と訴えている｡

予防接種の実施主体の京都市が事件の23年後に実

施した被害者アンケートでは､ 回答者221人の約４

割が､ 手足のまひなど何らかの異常があると答えた｡

しかし､ 医師による診断などは行われなかった｡

厚労省は ｢古い事件で詳細が分からず､ 何ができ

るのか精査している｡ 健康調査は京都市などの協力

がないと困難｣ としている｡ ただ､ まだ調査を含め

て市とは対応を協議していない｡

一方､ 国の内部文書は､ 法務庁 (当時) が1949年

２月に厚生省次官 (同) にあてた意見書で ｢(国家

賠償訴訟が起きれば) 国が勝訴する見込みは薄い｡

相当額の慰謝料を払い､ これ以上の慰謝料請求の権

利を放棄させ､ 訴訟提起を防ぐのが得策｣ と記され

ている｡

予防接種を進めた国､ 京都府､ 京都市は同年､ 被

害者に慰謝料などの補償金を払って和解した｡ 民事

裁判は起こされなかった｡

申請､ 初日に100件超す／京都市の生活資金
緊急貸し付け
原油高騰などによる物価高対策として､ 京都市が

10月15日から受け付けを始めた低所得者向けの緊急

貸し付けの申請件数が､ 初日に100件を超えた｡ 高

齢者が多いが､ 派遣労働者や若年層からの申請も目

立った｡

市が食品や日用品の購入にも使える貸し付けを行

うのは今回が初めて｡ 世帯の収入合計が生活保護基

準の1.5倍以内で､ 被保護世帯でないなどの条件が

あるが､ １世帯当たり５万円を上限に貸し付けを始

めた｡

15日の申請件数は113件で､ 条件により実際に貸

し付けを受けられるのは100人前後になるという｡ 市

が毎年行う夏季と歳末の貸付制度では1800件前後の

利用があるが､ ほぼ同じペースの利用が見込まれる｡

高齢者が大半になる夏季歳末貸し付けと比べ､ 派

遣労働者や母子世帯からの申請が目立つほか､ 20代

からの申請もあり､ 生活保護基準に該当しない所得

層でも当面の生活費に困窮する実態がうかがえる｡

市地域福祉課は ｢経済的に不安定な社会情勢を反映

している｣ としている｡

｢自立支援法は違憲｣ ／障害者29人一斉提訴､
京など８地裁
福祉サービスを利用する障害者に原則１割の自己

負担を課す障害者自立支援法は､ 法の下の平等を定

めた憲法に反するなどとして､ 京都や滋賀など８都

府県の男女29人が10月31日､ 国と各自治体に負担廃

止や損害賠償などを求める訴えを全国８地裁に一斉

に起こした｡

京都府の原告は､ 福知山市天田の稲継学さん､ 滋

賀県は､ 草津市青地町の橋田直子さんら４人｡ いず

れも知的障害があり､ 障害者更生施設に通ったり､

居宅介護サービスを受けるなどして､ 生活している｡

訴状によると､ ５人は法施行後､ それまで無料だっ

た施設の利用料 (月額約7000－1500円) や昼食代､

施設への移動費 (月額数1000円) が必要になった｡

居宅介護や行動援助などのサービス利用時間の上限

も行政に決められている｡

全国弁護団団長の竹下義樹弁護士 (京都弁護士会

所属) は ｢生活に必要な支援を､ 障害者の利益にな

る 『サービス』 ととらえて自己負担を求めるのは根

本的な間違い｡ 個々の生活の中身を行政が決めるの

は人権侵害だ｣ と訴える｡

無保険の子どもは３万2903人／厚労省､ 短期
証の発行など市町村に要請
親が国民健康保険料を滞納したため被保険者証の

返還を余儀なくされ､ 医療費を一時的に全額負担し

なければならない中学生以下の子どもが全国で３万

2903人いることが10月30日､ 厚生労働省が発表した

｢資格証明書の発行に関する調査｣ で分かった (資
料１､ 後掲34ページ)｡ 調査結果を受け厚労省は､
子どもが受診を控えることがないよう短期被保険者

証を交付するなど､ きめ細かい対応を市町村に求め
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【京都ジフテリア予防接種禍事件】1948年11月４・
５日にジフテリアの予防注射を受けた京都市の乳

幼児606人が発症し､ うち68人が死亡した｡ 同時

期に島根県でも16人が死亡した｡ ワクチンにジフ

テリア毒素が残存していたのが原因｡ 国がワクチ

ンを抜き取り検査したが､ 有毒ワクチンはすり抜

けていた｡ 大阪市のメーカーの所長らが禁固刑を

受けた｡



る通知を同日付で発出した｡

親の保険料の滞納で責任のない子どもまで医療に

かかれないとの一般紙などの報道を受け､ 厚労省は

今回初めて､ 被保険者資格証明書の交付世帯の子ど

もの人数を調査した｡ ９月15日時点での交付世帯は

33万742世帯で､ うち子どものいる世帯数は１万8240

世帯｡ 中学生以下の子どもは３万2903人いることが

判明した｡

調査結果を受け､ 厚労省は子どものいる滞納世帯

に資格証明書を交付する場合の留意点を通知した｡

通知では資格証明書を機械的に交付するのではなく､

事前に戸別訪問などを行い､ 特別な事情がないか把

握することを求めている｡ また､ 可能な限り短期被

保険者証を活用して滞納者と接触することや､ 必要

な治療を親が拒む ｢医療ネグレクト｣ などがあった

場合には児童相談所などと連携を取ることを求めて

いる｡

さらに､ 資格証明書が交付された場合でも､ ｢医

療費が支払えず子どもが医療機関を受診できない｣

と世帯主が市町村の窓口に訴えた場合には､ 速やか

に世帯の短期被保険者証を交付するよう求めている｡

(10/31MEDIFAXより)

特定疾患医療受給者が60万人突破／厚労省ま
とめ､ １年間で３万人増
厚生労働省が10月17日に発表した2007年度保健・

衛生行政業務報告 (衛生行政報告例) 結果の概況に

よると､ 07年度末の特定疾患医療受給者証の所有者

は61万5568人で､ 06年度末の58万5824人から１年間

で約３万人増加した｡ 特定疾患医療受給者証は､ 特

定疾患の患者が治療研究事業対象者として認定され

ると交付され､ 医療費の一部が助成される｡

疾患別では潰瘍性大腸炎が９万6993人 (前年度末

９万627人) で最も多く､ パーキンソン病関連疾患

９万2009人 (同８万6452人)､ 全身性エリテマトー

デス５万5021人 (同５万3825人) と続いた｡

精神保健福祉関係では､ 措置入院患者数はここ数

年は減少傾向にあったが､ 07年度末の患者数は前年

度に比べ４人増え1774人となった｡ 精神障害と認め

られた場合に交付される精神障害者保健福祉手帳の

交付者数は55万8475人で前年度より４万6325人増加

した｡

薬事関係では､ 07年度末の薬局数は５万2539カ所

で前年度に比べ587カ所 (1.1％) 増加した｡ 人口10

万人当たりの薬局数を都道府県別に見ると､ 佐賀が

61.5で最も高く､ 次いで広島55.3､ 山口53.0だった｡

最も低いのは福井の28.7で､ 富山31.8､ 埼玉32.8と

続いた｡ (10/20MEDIFAXより)

すべての病床で在院患者数が減少／病院報告
08年４月
厚生労働省が10月９日に発表した2008年４月分の

病院報告 (概数) によると､ 病院の在院１日平均患

者数の総数は132万579人となり前月と比べ２万3436

人減少した｡

病床別に見ると､ 一般病床は69万3011人で前月比

１万8684人減｡ 療養病床は30万9502人で前月比3261

人減だった｡ 介護療養病床も前月と比べ2381人減の

９万1656人となり､ すべての病床で患者数が減少し

た｡ 外来患者数は１万4623人増加し､ 145万4899人

だった｡

一方､ 病院の平均在院日数は33.7日で前月比0.5日

減少した｡ 病床別の内訳は一般病床18.8日 (0.5日減)､

療養病床166.8日 (5.0日減)､ 介護療養病床270.2日

(10.1日減) とすべての病床で減少した｡

病床の月末利用率は80.2％で前月から0.4ポイント

減少した｡ 介護療養病床は前月から0.5ポイント増

し93.7％だった｡ (10/14MEDIFAXより)

在院患者数が３カ月連続で減少／病院報告08
年５月
厚生労働省が11月５日に発表した2008年度５月分

の病院報告 (概数) によると､ 病院の１日平均患者

数は前月比１万8008人減の130万2571人となり､ ３

カ月連続で減少した｡

病床別に見ても､ 一般病床の患者数は67万7008人

で､ 前月と比べて１万6003人の減｡ 療養病床は前月

比1874人減の30万7628人､ 介護療養病床は853人減

の９万803人､ 精神病床は138人減り31万4235人と軒

並み減少した｡ 結核病床は９人増の3659人だった｡

外来患者数も前月より６万3283人減少し､ 139万1616

人だった｡

一方､ 病院の平均在院日数は前月比0.9日増え34.6

日となり､ すべての病床区分で前月より増加した｡

一般病床は0.4日増の19.2日､ 療養病床は8.9日増の

175.7日､ 介護療養病床は20.7日増え290.9日だった｡

病院の月末病床利用率は前月と比べ1.0ポイント

減少し79.2％だった｡ 特に一般病床での減少が目立

ち､ 1.7ポイント減の71.9％となった｡

(11/7MEDIFAXより)
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心の健康対策・喫煙対策ともに実施率上昇／
07年労働者健康状況調査
産業医や保健師の配置など心の健康対策 (メンタ

ルヘルスケア) に取り組む企業が３割を超えたこと

が､ 厚生労働省がこのほど発表した ｢2007年労働者

健康状況調査結果の概況｣ で分かった｡ 02年の前回

調査と比べ約10ポイント上昇しており､ 事業所規模

が大きいほど実施率は高かった｡ 喫煙対策に取り組

む企業は７割を超え､ 前回調査より約16ポイント上

昇していた｡

調査は常用労働者を10人以上雇用する民営事業所

を対象に､ 07年10月31日現在の労働者の健康確保対

策などを調べた｡ 9634事業所 (有効回答率70.8％)､

労働者１万1440人 (同64.3％) から回答を得た｡

メンタルヘルスケアに取り組む事業所は33.6％で､

前回調査 (23.5％) と比べ10.1ポイント増加した｡

事業所規模別にみると､ 労働者5000人以上は100.0

％､ 1000－4999人は95.5％とほとんどの事業所が実

施しており､ 規模が大きいほど実施率が高かった｡

喫煙対策に取り組む事業所は75.5％ (前回59.1％)

で､ 労働者100人以上の事業所では９割を超えた｡

取り組み内容をみると ｢喫煙コーナーを設け､ それ

以外は禁煙にしている｣ が50.2％で最も多く､ 次い

で ｢喫煙室を設け､ それ以外は禁煙｣ 37.0％､ ｢会

議､ 研修などの場所を禁煙｣ 32.5％の順｡ ｢事業所

全体を禁煙にしている｣ は24.4％で､ 前回調査 (14.2

％) と比べ10.2ポイント上昇した｡

(10/15MEDIFAXより)

自宅での療養 ｢困難｣ が増加／厚労省のリビ
ングウィル調査
厚生労働省が2008年度､ 実施したリビングウィル

に関する調査では､ ｢自宅で最期まで療養できると

考えるか｣ の質問に対し､ 一般国民の66.2％ (前回

2003年調査と比べ0.7ポイント増) が ｢実現困難｣

と答えた｡ 主な理由 (複数回答) は､ 一般国民の間

では ｢介護してくれる家族に負担がかかる｣ 79.5％､

｢症状が急変したときの対応に不安｣ 54.1％､ ｢経済

的に負担が大きい｣ 33.1％などだった｡

自分の死期が迫った時に延命治療を ｢望まない｣

｢どちらかというと望まない｣ と答えた一般国民は

71.0％で前回より3.0ポイント低下し､ ｢分からない｣

が前回より2.8ポイント上がり､ 14.7％となった｡

(10/27MEDIFAXより)

リビングウィル法制化､ 医師と国民の意識乖
離／厚労省調査
終末期医療に関して､ 本人の意思確認ができない

場合にあらかじめ記した書面による確認 (リビング

ウィル) の法制化を望む医師が､ ５年前と比べて増

えている一方､ 一般国民の間では減る傾向となって

いることが､ 厚生労働省が2008年実施した調査で分

かった｡ 書面による意思確認に賛成する割合は､ 医

師､ 一般国民ともに増加傾向だが､ 書面の法制化に

関する両者の意識の乖離は拡大する傾向が見られる｡

厚労省は国民5000人､ 医師約3200人など計１万

4000人余りから､ 終末期医療に関する考えを尋ねた｡

調査結果によると､ リビングウィルに賛成した人の

うち ｢法制化すべき｣ と答えた医師は54.1％で前回

調査時 (03年) より6.4ポイント上昇したのに対し､

一般国民は33.6％で前回より3.6ポイント低下した｡

｢法制化しなくても､ 医師が家族と相談の上で希望

を尊重して治療方針を決定すればよい｣ と答えたの

は､ 医師の44.6％､ 一般国民の62.4％だった｡ 法制

化を望む看護師は前回より0.4ポイント上がり44.0％､

介護職員は1.7ポイント下がり36.6％だった｡

法制化するかどうかにかかわらず､ 書面による確

認自体に ｢賛成｣ と答えたのは､ 一般国民の61.9％

(前回比2.8ポイント増)､ 医師の79.9％ (同4.6ポイ

ント増)､ 看護師の82.5％ (同7.3ポイント増)､ 介護

職員の81.6％ (同5.9ポイント増) だった｡ 医師が書

面内容を ｢尊重する｣ ｢尊重せざるを得ない｣ と考

えている一般国民は38.8％ (同2.7ポイント増)｡ 書

面内容を ｢尊重する｣ ｢尊重せざるを得ない｣ とし

た医師は83.4％ (同8.8ポイント増) だった｡

(10/27MEDIFAXより)

後期高齢者制度､ 162市町で誤って天引き／
約２万4000人の高齢者から
後期高齢者医療制度や国民健康保険に加入する高

齢者の年金からの保険料天引きで10月15日､ 本来対

象外の高齢者から誤って天引きするなどした自治体

が28道府県162市町あったことが共同通信のまとめ

で分かった｡ 10日に厚生労働省が公表した30市町か

ら130以上増えた｡ 自治体や社会保険庁の事務処理

のミスなどが原因｡ 誤徴収された人は約２万4000人

に上った｡ 共同通信が､ 15日夕に各都道府県の後期

高齢者医療広域連合や国民健康保険団体連合会など

に聞いて､ まとめた｡

誤徴収されたのは､ 政府・与党が６月に決めた低
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所得者への軽減措置で10月から天引きが中止される

はずの人や､ 一定の要件を満たし天引きに代えて口

座振替に変更したのに､ 自治体側が手続きを忘れた

り､ 社保庁のシステムの制約で変更できなかった人

ら｡

誤徴収した自治体の多くは､ 後日､ 本人の銀行口

座に保険料を振り込むなどして返還するが､ 香川県

の多度津町､ 小豆島町では15日中に全員に返還した｡

自治体担当者からは ｢新しい制度が定着するには

時間がかかる｡ 途中での変更はやめてほしい｣ との

ぼやきも漏れた｡【共同】(10/17MEDIFAXより)

後期高齢者の保険料見直しで年間7000円軽減
／厚労省調べ
後期高齢者医療制度の保険料軽減策を行った場合､

対象となる低所得者の2008年度の保険料は全国平均

で１人当たり約7000円安くなることが厚生労働省の

調べで分かった｡ 同省が11月７日の民主党・厚生労

働部門会議で示した｡

08年４月１日時点での１人当たりの保険料の平均

額は年間７万2000円｡ ６月に政府・与党が決めた保

険料軽減策を講じた場合は9.7％減の６万5000円に

なるとした｡

政府・与党の低所得者向けの保険料軽減策は､ す

べての被保険者が負担する ｢均等割｣ を７割から8.5

割に軽減するほか､ 年間の年金収入が153万－210万

円程度の高齢者に対し50％程度を軽減する｡

(11/10MEDIFAXより)

常勤３人以下が６施設／周産期拠点病院の産
科医
厚生労働省は10月24日､ 産科医療の拠点となる全

国の ｢総合周産期母子医療センター｣ のうち､ 常勤

の産科医数が３人以下なのは東京都立墨東病院を含

め６施設に上るとの調査結果を公表した｡ 妊婦が複

数の病院に受け入れを断られ､ いったん拒否した墨

東病院で死亡した問題を受け､ 同日開かれた民主党

の厚労部門会議で同省が明らかにした｡

センターの運営に関する国の指針では ｢当直時で

も複数の産科医の確保が望ましい｣ としており､ 会

議では ｢３人で当直を回すのは困難｣ との指摘が出

た｡

調査は４月１日時点でセンターに指定されていた

73施設 (現在は74施設) を対象に実施｡

厚労省は各センターでどのように当直態勢を組ん

でいるのか､ 近く実態を調査する方針｡

総合周産期母子医療センターは胎児集中治療管理

室などを備え､ ハイリスクの妊婦を受け入れる｡ 地

域での産科医療の拠点的役割が求められ､ 24時間態

勢で運営されている｡【共同】

梅毒が２年連続で急増／母子感染も増加懸念
一時は年間500人程度まで減った梅毒の患者報告

が､ 2006年以降は２年連続で前年より約100人も増

えたことが､ 国立感染症研究所のまとめで10月20日､

明らかになった｡ 妊婦から胎児に母子感染し､ 重症

化や後遺症の恐れがある先天梅毒も､ 今後増加が心

配されるという｡

感染研が01－07年の全国の医療機関からの報告を

分析したところ､ 減少傾向で03年には509人だった

患者数が04年に増加に転じ､ 06年は637人､ 07年は

737人と､ いずれも前年を約100人も上回った｡

患者の約４分の３は男性｡ 年齢は､ 男性が20－40

代前半､ 女性では10代後半－30代が多い｡ 先天梅毒

は00年以降､ 年間３－10人で推移してきたが､ 08年

は８月下旬までに既に７人が報告されたという｡

感染研感染症情報センターの多田有希室長は､ 特

に先天梅毒の増加を警戒｡ ｢妊婦が感染していても､

早くから薬で治療を始めれば赤ちゃんへの影響は防

げる上､ 先天梅毒も早期診断で根治できる｡ 妊婦は

必ず健診を受け､ 妊娠中もコンドームの着用など感

染予防に努めてほしい｣ と話している｡【共同】

ネット検索､ 機能せず73％／妊婦と赤ちゃん
の搬送先
緊急処置の必要な妊婦や赤ちゃんの搬送先をイン

ターネットで検索する全国のシステムのうち､ 73％

について現場の医師が ｢十分機能していない｣ と感

じていることが10月25日までに､ 各地の総合周産期

母子医療センターなどでつくる ｢全国周産期医療連

絡協議会｣ の実態調査で分かった｡

東京都内の妊婦が８カ所の病院に受け入れを断ら

れ､ 脳内出血で死亡した問題でもこのシステムが最

新情報を反映せず､ 役立たなかった｡

システムは都道府県単位で整備､ 運用｡ 調査は07

年９月､ 協議会に参加する周産期医療施設にメール

で依頼し､ 各都道府県ごとに１施設以上から回答を

得て､ それぞれの地元の現状を分析した｡

調査結果によると､ 空きベッド情報を検索するイ

ンターネットシステムがあるのは37自治体｡ うち27
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(73％) に関する評価は ｢十分機能していない｣ だっ

た｡

理由は ｢情報更新がうまくいかない｣ (11) が最

多｡ ｢電話の方が確実｣ (８)､ ｢ほとんど満床なので

意味がない｣ (３) などが続いた｡ ｢必要性が感じら

れない｣ (２) もあった｡ ｢こうしたシステムは存在

しない｣ は (６)｡ ほかに電話やファクスで対応す

る地域もあった｡【共同】

月間在院時間､ 最高で505時間／日産婦が調
査 ｢産科勤務医の過酷な実態｣
一般病院に勤務する産婦人科医の１月当たりの在

院時間は平均292時間に上ることが10月31日､ 日本

産科婦人科学会の調べで分かった｡ 大学病院勤務医

はさらに多く平均341時間で､ 最も長かったのは30

代前半医師の505時間だった｡ 調査に当たった同学

会の産婦人科医療提供体制検討委員会の海野信也委

員長は ｢産婦人科医の過酷な勤務実態が調査結果か

ら見て取れる｣ としている｡

日産婦は一般病院の勤務医221人､ 大学病院の勤

務医76人について､ 2008年６月から８月にかけての

月間の勤務実態を集計した｡ 仮眠などを含め勤務医

が病院内にいる時間を月単位でまとめた｡

一般病院のうち､ 当直体制のある病院では在院時

間は平均301時間で､ 当直回数は平均4.2回だった｡

また､ 当直体制を取っていない病院の在院時間は緊

急呼び出しで待機している ｢オンコール時間｣ を含

め350時間だった｡

大学病院では､ 非常勤施設でのアルバイトを含め

た勤務医の月間の在院時間は341時間､ 当直回数は

平均5.8回だった｡ 週当たりに換算すると85時間勤

務していることになる｡ 当直回数が最も多かったの

は30代前半の医師で月15回だった｡

(11/4MEDIFAXより)

｢診療報酬を処遇改善に還元｣ は１割／産婦
人科医会､ 分娩施設を調査
｢ハイリスク分娩管理加算｣ ｢ハイリスク妊娠管理

加算｣ など2008年度診療報酬改定で重点評価された

増収分を､ 産科医の待遇改善に還元している病院は

１割に満たないことが､ 日本産婦人科医会の全国調

査で分かった｡ 11月１日に東京都内で開かれた日本

産科婦人科学会と厚生労働科学研究班による公開市

民フォーラムで発表した｡

同医会が08年６月16日から７月末日までを対象期

間として実施した調査では､ 全国の分娩取り扱い病

院は1177施設で､ １年前に実施した前回調査時点の

1281施設から104施設減少していた｡ 今回の調査は

1177施設を対象に実施し､ 853施設から回答を得た

(回収率72.5％)｡ １施設当たりの年間分娩数は07年

の446.3から08年は481.6に増加し､ １施設当たりの

医師数も4.5人から4.9人に増加した｡

08年度改定で重点評価された ｢ハイリスク分娩管

理加算｣ ｢ハイリスク妊娠管理加算｣ ｢ハイリスク妊

産婦共同管理料｣ を､ 産科医の待遇改善に還元した

と回答した病院は66施設 (7.7％) で､ 今後予定し

ている26施設 (3.0％) を含めても92施設 (10.8％)

にとどまった｡

一方で産科医への分娩手当の支給は､ 07年調査で

61施設 (7.7％) だったのに対して､ 今回の調査で

は230施設 (27.0％) に大幅に増加したほか､ 特別

手当を設定している病院も41施設 (5.2％) から110

施設 (12.9％) に増えていた｡

(11/5MEDIFAXより)

産科医､ 55％が定数割れ／総合母子医療セン
ター
緊急処置の必要な妊婦や赤ちゃんを受け入れる全

国の ｢総合周産期母子医療センター｣ (計75施設)

のうち､ 共同通信の緊急調査に回答した60施設中55

％は必要な産科の常勤医数を確保できずに定数割れ

に陥っていることが10月29日､ 分かった｡

当直の産科医が１人態勢のセンターが半数を占め､

全体の90％以上が産科医確保に ｢苦労している｣ と

した｡

センターに指定されている東京都立墨東病院など

８病院に受け入れを断られた妊婦の死亡判明から１

週間｡ 母子の命を救う ｢最後のとりで｣ とも言える

センターの中には､ 東京以外でも綱渡り診療を余儀

なくされているところが少なくない現状が浮かんだ｡

調査は23日から全センターを対象に質問用紙を配

布して実施｡ 匿名を条件に医師数や診療上の不安を

尋ね､ 60施設 (回答率80％) からファクスで回答を

得た｡

定数は各病院が望ましいと考える医師数を独自に

定めるもので､ それより産科の常勤医数が下回って

いるのは33施設 (55％)｡ うち4施設は定数の半分以

下だった｡ 定数を満たすのは17施設 (28％) で､ 残

る10施設は定数なし (９) と無回答 (１)｡【共同】
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オンライン請求､ 病院の17.4％に普及／支払
基金まとめ､ ９月末現在
社会保険診療報酬支払基金は10月28日の定例会見

で､ レセプトオンライン請求の普及状況を発表した｡

９月末現在で医科病院のうちオンライン請求に移行

している病院は17.4％で､ 医科診療所では1.7％の施

設が移行していた｡ 一方､ レセプト電算処理システ

ムの普及状況では､ 医科病院の40.8％の施設が導入

していた｡ 医科診療所も21.5％に達した｡ 支払基金

は ｢レセ電については加速度的に増えてきている｣

としている｡ (10/29MEDIFAXより)

28国立大病院が実質赤字／ ｢妊婦死亡､ 明日
にも｣
全国の国立大病院は法人化後の運営費交付金削減

などによって2007年度は全体の62％に当たる28病院

が実質赤字に陥り､ 09年度には33病院まで増えると

の試算を27日､ 国立大学付属病院長会議が公表した｡

82％の病院長がこうした経営悪化によって ｢医療の

質や安全性が低下する｣ と危機感を抱いているとい

う｡

会見した同会議メンバーは東京都で起きた妊婦死

亡について ｢別の地域で明日起きてもおかしくない｣

と指摘｡ ｢国立大病院は地域医療の最後のとりで｡

崩壊すれば日本の医療崩壊につながる｣ として､ 不

足する産科医や小児科医養成への予算措置や運営費

交付金の充実などを訴えた｡

国立大病院の07年度決算については文部科学省が

既に ｢16病院が実質赤字｣ と公表している｡ 同会議

は実態をより反映するよう現金収支に着目して独自

に試算した結果､ 歯学部系病院なども含めた45病院

中､ 28病院が総額76億円の実質赤字だった｡ 病院建

設時の借入金返済などが経営を圧迫する一方で運営

費交付金は削られ､ このままでは08年度は30病院､

09年度は33病院が実質赤字に陥る見通しという｡

【共同】(10/29MEDIFAXより)

一般病床のみの病院､ 半数近くが赤字／全日
病調査
全日本病院協会は10月30日､ 2008年度の病院経営

調査結果を公表した｡ ｢一般病床のみの病院｣ では､

半数近くの病院が総収支で赤字となったほか､ 医業

収支率､ 総収支率の平均がいずれも99.6％となり､

調査開始以来初めて平均が赤字となった｡ 会見した

猪口雄二副会長は ｢本体0.38％引き上げとなった08

年度診療報酬改定では､ 産科や小児科など地域の基

幹的病院に配分されやすくなっており､ 特に急性期

の民間病院は極めて厳しい経営状態となっている｣

と分析している｡

全病院の平均医業収支率は102.3％､ 総収支率は

102.0％で､ いずれも前年度より1.9ポイント悪化し

た｡ 医業収支率は1993年の101.4％に次いで低い水

準となった｡

全病院に占める総収支赤字病院の割合は34.4％｡

一般病床のみの病院で46.4％で､ ｢療養病床のみの

病院｣ の24.3％や ｢一般・療養病床併設型病院｣ の

27.6％などと比べて高かった｡ ｢一般・精神病床併

設型病院｣ のうち赤字となったのは66.7％だった｡

７対１一般病棟入院基本料を算定する病院の平均

医業収支率は99.0％となり､ 看護体制の整備に伴う

人件費が収益増を上回っていることをうかがわせた｡

病床規模別では､ 200床未満の病院の平均医業収

支率が104.6％だったのに対し200床以上では100.2％

と､ 大規模病院が厳しい経営を迫られている状況が

浮き彫りとなった｡ ＤＰＣ対象でない病院の平均医

業収支率は104.2％だったが､ ＤＰＣ対象病院では

98.6％と､ ＤＰＣ対象病院が赤字となった｡ 全日病

は ｢客対数が少ないので一概には言えないが､ ＤＰ

Ｃ対象病院は一般病床かつ大規模病院が多いため｣

と分析している｡

医業支出に占める給与費の割合は54.3％ (同0.6ポ

イント上昇)､ 医薬品費の割合は11.9％ (同0.2ポイ

ント上昇) となった｡ 病床利用率は84.2％ (同1.2ポ

イント低下)､ １病院当たりの月間外来患者数は5094

人 (同318人減) だった｡ 入院患者１人当たりの１

日の金額は３万334円 (同545円増)､ 外来患者１人

当たりの１日の金額は9759円 (同376円増) となっ

た｡

会員の500病院を対象に､ 08年５月の医業収支､

総収支などを尋ねた｡ 288病院 (回答率57.6％) か

ら回答があった｡ (10/31MEDIFAXより)

ＤＰＣ導入で経営改善は79.8％／日病・アン
ケート調査報告
日本病院会は10月29日､ ｢ＤＰＣについてのアン

ケート｣ の調査報告を発表した｡ ＤＰＣ導入後５年

が経過し､ 問題点も明らかになりつつあるとの考え

から､ 入院医療の包括払い方式の今後の在り方を探

る目的で現行のＤＰＣ方式の利点と問題点をアンケー

ト方式で調べた｡
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日病加盟のＤＰＣ対象病院400施設にアンケート

用紙を2008年６月に送付し､ 273施設から回答を得

た｡ 08年４月時点のＤＰＣ対象病院は534施設で､

回答病院はそのうちの約半数に相当する｡

調査結果によると､ ＤＰＣ対象病院となったこと

で ｢大きく増収となった｣ ｢増収となった｣ ｢若干増

収となった｣ と回答した病院は全体の79.8％に達し､

現時点でのＤＰＣ導入は経営改善につながる傾向を

示した｡ ただ､ 医療の質の変化については ｢何とも

言えない｣ との意見が64.8％を占めた｡

ＤＰＣ導入でもたらされた変化については､ 複数

回答で63.4％の病院が ｢平均在院日数の短縮｣ を挙

げた｡ このほか ｢後発医薬品への切り替えが進んだ｣

(62.6％)､ ｢外来での検査の増加｣ (54.6％)､ ｢収入

の増加｣ (49.8％)､ ｢業務の多忙化｣ (48.0％) など

が多かった｡ (10/30MEDIFAXより)

小児科認定医の常勤施設は42％／救急医学会､
全国の救命センター調査
重症患者らを24時間体制で受け入れる全国の救命

救急センターを対象に､ 日本救急医学会の小児救急

特別委員会が2007年実施した調査で､ 回答した138

施設のうち､ 日本小児科学会が ｢専門医｣ として認

定した小児科医が常勤しているのは42％と半数以下

にとどまることが分かった｡ 小児科医確保の難しさ

などを背景に小児診療を実施していないところも13

％あり､ 患者の受け入れ拒否が問題になっている産

科と同様､ 医師不足の影響もうかがわれた｡

救命救急センターは一般病院では対応が難しい重

症患者の ｢救命のとりで｣ と位置付けられており､

特別委は同センターの小児救急の質について ｢さら

なる向上が必要｣ としている｡

調査は07年９－11月にかけ､ 全国の救命救急セン

ター202施設 (同８月時点) を対象に実施｡ 回答し

た138施設のうち､ 一定以上の診療能力があるとし

て小児科学会から認定された小児科医が常勤してい

るのは､ 58施設にとどまった｡

全体の87％が小児の救急診療を担っていたが､ 認

定医以外も含めて常駐の小児科医が重症児に対応で

きるとしたのは67％｡ 小児患者が優先的に使用でき

る集中治療室 (ＩＣＵ) があるとしたのは20％だっ

た｡

小児の救急患者は不慮の事故による外傷､ 家庭内

での誤嚥などのほか､ ウイルスや細菌感染によるけ

いれん､ 脳症など中枢神経系の病気が多いとされる｡

本人が症状を正確に伝えることが難しく､ 軽症に見

えても容体が急変することもあり､ 経験豊富な認定

医による診療が望ましいという｡

【共同】(11/5MEDIFAXより)

手術室ビデオ録画は２割のみ､ 費用面に課題
も／麻酔科学会が調査
日本麻酔科学会は､ 2007年度の厚生労働科学特別

研究で実施した手術室の映像情報などの記録や共有

化に関するアンケート結果をまとめた｡ 08年８月に

被告医師に無罪判決が言い渡された福島県立大野病

院事件で､ 被告弁護団と死亡した患者の遺族双方が

｢手術経過のビデオ記録｣ の必要性を指摘するなど､

手術の映像記録化促進を求める声が高まっているが､

アンケートの結果では､ 通常の手術で手術室全体を

録画しているのは２割にとどまり､ 設備などに必要

な費用の確保などが課題に挙がった｡

同学会は08年１月､ 学会認定の医療機関1093施設

を対象にアンケートを実施し､ 621施設から回答を

受けた｡

すべての手術室で手術室全体を録画しているのは

21.5％､ 一部の手術室で録画しているのは6.0％だっ

た｡ 録画した映像を過去の記録として保存している

のは27.6％だった｡ 未設置の施設に設置していない

理由を聞いたところ ｢費用｣ が50.7％を占めた｡ 今

後設置の予定は､ ｢ある｣ の6.9％､ ｢検討中｣ の13.4

％よりも､ ｢なし｣ の49.8％､ ｢未定｣ の29.9％の方

が多かった｡

顕微鏡・内視鏡手術の患部の映像モニターについ

ては､ 全手術室での設置と一部の手術室での設置を

合わせて96.9％に上ったが､ 過去の映像を呼び出せ

るのは51.3％だった｡ 設置していない理由では ｢費

用｣ が過半数の55.0％を占めた｡

(10/28MEDIFAXより)

脳血管疾患や虚血性心疾患で医療費抑制傾向
／日医総研ＷＰ
高齢者の１人当たり医療費が高く長期療養を要す

る疾病では､ 平均在院日数短縮などの影響により､

医療費が抑制されている実態がうかがえる｡ こうし

た調査結果が､ 日医総研ワーキングペーパー (ＷＰ)

｢国民医療費の伸びの要因分析｣ から浮き彫りになっ

た｡ 高齢化により医療費が増えると見込まれている

脳血管疾患や虚血性心疾患 (いずれも入院) は､ 高

齢者の受療率低下が顕著であり､ 実際の医療費は人
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口増減と高齢化から計算した医療費を下回ったとし

ている｡ ＷＰは医療費の伸びについて ｢国は､ きめ

細かいエビデンスも踏まえて検討し､ 行き過ぎた抑

制については転換すべきだ｣ と結論付けている｡

同ＷＰは､ 厚生労働省が医療費の伸びを ｢医療の

高度化などの自然増｣ と説明していることに対し､

｢実際には疾病構造や受診率の変化､ 背景にある医

療制度改革などのすべての要因が含まれるため､

『医療の高度化』 を強調するのは不適切だ｣ と指摘｡

人口増減と高齢化から推計される医療費の伸びと､

実際の医療費の推移を比較し､ 要因が ｢医療の高度

化｣ なのかどうか検証した｡

人口増減と高齢化から推察される医療費は､ 2000

年度の年齢階級別国民１人当たり医療費を､ 06年度

までの年齢階級別人口にそれぞれ乗じて算出｡ 00年

度を100とした時の06年度までの数値を ｢人口増減

と高齢化によって伸びるべき医療費｣ とし､ 同様に

00年度を起点とした ｢実際の医療費｣ との乖離を比

較した｡

その結果､ 脳血管疾患や虚血性心疾患 (いずれも

入院) は､ 年齢が上がるにつれて１人当たり医療費

が高くなり､ 高齢化による医療費増が見込まれた｡

ただ､ 06年度の ｢人口増減と高齢化によって伸びる

べき医療費｣ は脳血管疾患の121.0､ 虚血性心疾患

の116.6に対して､ ｢実際の医療費｣ は脳血管疾患が

114.4､ 虚血性心疾患が103.5で､ ｢実際の医療費｣ は

｢人口増減と高齢化によって伸びるべき医療費｣ を

下回っていた｡

これらの原因としてＷＰは､ 入院受療率の低下を

指摘｡ 脳血管疾患の人口10万人対入院受療率の推移

を見ると､ 総数は99年で172.0人､ 02年で178.0人､

05年で183.0人と微増傾向なのに対し､ 75歳以上で

は1566人､ 1462人､ 1332人と低下している｡ また､

虚血性心疾患では､ 総数が23.0人､ 19.0人､ 16.0人

と減少しているものの､ 75歳以上では169人､ 122人､

92人と落ち込みが大きかった｡

ＷＰはまた､ 悪性新生物や精神・行動の障害につ

いても分析している｡ 悪性新生物は入院で､ 平均在

院日数の短縮が進む一方､ 入院外の患者が増加した

と指摘｡ 入院外では､ ほかの傷病に比べて高齢者の

単価が上昇しているのが特徴的で､ 外来化学療法な

ど医療の高度化の影響もあると推察している｡ また､

精神・行動の障害では､ とりわけ入院外で若年層の

受療率が増加し､ 医療費が上昇していることから､

若年層への対策が重要な疾病の１つだとしている｡

(11/10MEDIFAXより)

喫煙者率25.7％と最低／08年､ 男性初の40％
割れ
日本たばこ産業 (ＪＴ) が10月23日発表した2008

年の全国たばこ喫煙者率調査によると､ たばこを吸

う成人の割合は､ 前年に比べて0.3ポイント減の25.7

％と13年連続で過去最低となった｡

男性の喫煙者率は0.7ポイント減の39.5％で1965年

の調査開始以降､ 初めて40％を割り込んだ｡ 男性の

喫煙人口は1984万人と推計され､ 2000万人を初めて

下回った｡ 女性は0.2ポイント増の12.9％だった｡

年代別では男性が40代 (47.8％)､ 女性が30代

(19.3％) が最も高かった｡

たばこを吸う人が減少している理由についてＪＴ

は ｢健康に対する意識の高まりや喫煙をめぐる規制

の強化などが考えられる｣ と分析している｡

調査は５月に実施し､ ２万人から回答を得た｡

【共同】(10/27MEDIFAXより)

原発労働者を労災認定／悪性リンパ腫で
原子力発電所で放射線漏れの有無を調べる作業に

従事､ 悪性リンパ腫で死亡した沖縄県うるま市の喜

友名正さん (当時53) について､ 淀川労働基準監督

署 (大阪市) は10月27日､ 労災と認定､ 遺族補償の

支給を開始することを決めた｡ 喜友名さんの遺族の

代理人を務める弁護士が明らかにした｡ 放射線業務

従事者が悪性リンパ腫で労災認定されたのは初めて｡

【共同】(10/29MEDIFAXより)

保安院が ｢もんじゅ｣ 批判／原子力機構は組
織の風土改善を
経済産業省原子力安全・保安院は10月22日､ 停止

中の高速増殖炉原型炉もんじゅ (福井県敦賀市) の

運転再開に向けた日本原子力研究開発機構の取り組

みについて､ ｢外部からの指摘を真摯に受け止め対

応する姿勢が不十分｡ 素直に学ぶ謙虚な姿勢がない｣

と批判する見解を明らかにした｡

保安院は安全上の問題も指摘｡ ｢組織の風土｣ の

問題点を検討､ 改善するよう求めており､ 原子力機

2008年 (平成20年) 11月24日 毎週１回月曜日発行 第2666号(昭和26年３月５日第３種郵便物認可)京都保険医新聞

第113号30



情
勢
ト
ピ
ッ
ク
ス

構が目標とする2009年２月のもんじゅ運転再開は極

めて困難になった｡

保安院は９月に､ もんじゅを特別保安検査｡ 以前

さびに気付いたが管理していなかった排気ダクトで

腐食による穴が見つかり､ 保安院は ｢劣化の兆候が

あっても積極的に補修せず､ 保守管理の方法や頻度

を明確に定めていない｣ と指摘｡

｢劣化やトラブルの情報を内部で共有し取り組む

姿勢がない｡ もんじゅは建設後､ 長期間経過し､ 劣

化について管理の考え方､ 体制を見直す必要がある｣

とずさんな態勢を改善するよう求めた｡【共同】

山口県､ 上関原発埋め立て許可／中国電力に
山口県は10月22日､ 中国電力が同県上関町で進め

る上関原発の用地造成に向けた公有水面埋め立てを

許可した｡ 中国電力は今後､ 陸地部分の開発許可も

得て､ 工期３年を予定する用地造成に取り掛かる｡

2009年春には国に原子炉設置許可申請をする構えだ｡

中国電力の山下隆社長は許可を受け ｢計画は大き

な節目を迎えた｡ 地元の理解に感謝したい｣ と話し

た｡

一方､ 周辺で漁業を営む同町祝島の反対派住民は

反発｡ 20日に埋め立て許可差し止めを求める訴訟を

起こした原告団代表の山戸貞夫さんは ｢県は県民を

守る本来の仕事を放棄した｡ 今後あらゆる手段で抗

議する｣ と語った｡

中国電力は08年６月､ 予定地33万平方メートルの

うち､ 海面14万平方メートルの埋め立てを申請｡ 地

元の上関町は9月に埋め立てへの同意を県に伝え､

県は ｢地元の選択を尊重する｣ としていた｡

【共同】

原発ごみに“不良品”／固化体に想定外の化
合物
試運転中の日本原燃の使用済み核燃料再処理工場

(青森県六ケ所村) で製造した高レベル放射性廃棄

物の ｢ガラス固化体｣ に､ 想定していなかった化合

物を含む“不良品”があることが10月30日､ 分かっ

た｡ 製造の際に温度管理に失敗したのが原因という｡

固化体は､ 地下の最終処分場に埋め捨てる計画で

現在､ 候補地を公募中｡ この化合物は水に溶けやす

いが､ 原燃は ｢周辺に影響はない｡ 普通の固化体と

同じ｣ としている｡ ただ､ 埋設した際の環境影響評

価を日本原子力学会に委託した｡

原燃によると2007年11月に始めた固化体製造で､

溶融炉で通常より粘り気がない ｢低粘性流体｣ がで

きた｡ モリブデンや硫黄､ ナトリウムを主成分とす

る化合物で､ ガラスより重く､ 容器へ最初に流れ落

ちやすい｡ 最大で固化体重量 (約500キロ) の約0.1

％｡ 10月上旬までの調査で､ 固化体60本のうち35本

に含まれると判明した｡

埋設する固化体の中身に関する国の安全基準は現

在はない｡【共同】

ＣＯ２排出量取引制度を正式決定／政府の温
暖化対策本部
政府は10月21日の地球温暖化対策推進本部会合で､

二酸化炭素 (ＣＯ２) の排出量取引の試行制度の内

容を正式決定した｡

企業が任意に参加し､ 削減目標を自主的に設定で

きるのが特徴｡ 目標は企業側が政府に申請し､ 妥当

性の審査を受ける｡ 同日中に募集を開始､ 12月中旬

に締め切る｡

排出総量のほか､ 単位生産量当たりの排出量も目

標として認めるため､ 目標を達成しても､ 生産量が

増えれば総量が減らない場合もあり､ 実際の排出削

減につながるかを疑問視する声がある｡

制度では､ 目標以上に削減した企業からの排出枠

や､ 中小企業の削減で生じた排出枠などを購入し､

自らの目標達成に利用することが可能｡

環境保護団体などは､ 政府が目標を決め､ 企業な

どに参加を義務付ける制度の本格導入を求めている

が､ 政府は導入を明言していない｡【共同】

ペットボトル回収率は69.2％／07年度､ 過去
最高を更新
環境省などは10月28日､ 2007年度に民間事業者と

市町村が回収した使用済みペットボトルは39万6529

トンで､ 販売量に対する割合 (回収率) は前年度よ

りも2.9ポイント増の69.2％と､ 過去最高を更新した

と発表した｡

飲料などの業界団体でつくるＰＥＴボトルリサイ

クル推進協議会によると､ 07年度に販売されたペッ

トボトルは､ 前年度比で5.4％増の57万3198トン｡

回収率について協議会は ｢販売量の増加に対応して

着実に回収できている｣ としている｡

回収の内訳は､ 市町村が容器包装リサイクル法に

基づき07年度に分別収集したペットボトルは前年度

比5.7％増の28万3441トン｡ 民間事業者が鉄道の駅

や空港などで回収したのは22.6％増の11万3088トン
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に達した｡

07年度にペットボトルを分別収集した自治体は

1765市町村で､ 全市町村の97.2％を占めた｡

【共同】

10・19中央集会に5000人／STOP！医療・
介護崩壊
保団連も参加する実行委員会 (12団体で構成) が

主催する ｢STOP！医療・介護崩壊 増やせ社会保

障費10・19中央集会｣ が10月19日､ 東京・日比谷公

会堂で開かれ､ 全国から約5000人が参加した｡

集会では､ 参加者が ｢医師・看護師・介護士を増

やして､ 安全・安心の医療､ 介護の実現を！｣ と次々

と舞台に立ってリレー発言を行った｡ また､ 済生会

栗橋病院の本田宏副院長､ ６月に発足した全国医師

連盟代表の黒川衛氏､ 労働者福祉中央協議会の笹森

清会長らが連帯の挨拶をした｡

集会は最後に ｢解散・総選挙は間近い｡ 国民のい

のち､ 健康を最優先にする政治への転換を実現する

絶好のチャンス｡ 声を上げよう｣ とする集会アピー

ルを採択し､ 都内をパレードした｡

政党からは､ 日本共産党の小池晃参議院議員が会

場挨拶､ 社会民主党の福島みずほ党首､ 国民新党の

自見庄三郎副代表がメッセージを寄せた｡ なお､ 当

日会場で挨拶を予定していた民主党の鈴木寛参議院

議員からは､ 所用で急遽欠席するとの連絡があり､

集会への賛同の意志が伝えられた｡

同集会は ｢医師・看護師・介護士を増やして､ 安

全・安心の医療介護を｣ のスローガンの下､ 一昨年

から開かれており今年で３回目｡

賛同は､ 労働組合､ 患者会､ 各地医師会､ 歯科医

師会など39団体､ 香山リカ､ 大谷昭宏､ 稲川淳二､

湯浅誠各氏ら個人12人からも賛同が寄せられた｡

反貧困大集会を開催／ ｢怒ってる会｣ が分科
会を担当
｢反貧困世直しイッキ！大集会｣ が10月19日､ 東

京・明治公園で開かれ､ 市民団体､ 労働組合､ 弁護

士など2000人が集まった｡ 反貧困ネットワークが主

催した集会で､ 保団連が参加する ｢後期高齢者医療

制度に怒ってる会｣ は ｢後期高齢者医療制度｣ 分科

会を担った｡

集会では､ 主催者を代表して､ 宇都宮健児弁護士

が ｢貧困をなくすために､ まず垣根を越えてつなが

ろう｣ とアピールした｡ 全国各地を３カ月にわたっ

て踏破したキャラバンの到着・解散式に続いて､ 社

会保障､ 食の危機､ 多重債務・消費者問題など12の

分科会が持たれ､ 青空討論が繰り広げられた｡

｢後期高齢者医療制度｣ 分科会では､ まず各界か

らリレートークが行われ､ 最初に障害者インターナ

ショナル日本会議のＡＬＳ患者の方が､ ｢障害者は

65歳以上から後期高齢者医療制度に加入となる｡ 本

人の選択とされるが､ 移らなければそれまでの医療

費の助成制度が制限されたり､ 打ち切られる道県が

十数ある｡ 高齢者､ 障害者､ 働けない人間には医療

はある程度のところで我慢してもらうしかないと考

えるような政治を根本的に変えよう｣ と発言した｡

労働者福祉中央協議会の高橋均事務局長は ｢人は

年相応に病気になるから､ 皆でバックアップすべき

だ｡ 年寄りは早く死ねというこの制度には我慢なら

ない｡ 制度を撤廃して､ 皆が安心して生涯を全うで

きる国にしていくために引き続き頑張っていきたい｣

と意気込みを語った｡

医師の立場からは､ 土岐昌弘保団連理事が報告｡

訪問診療の経験から ｢介護保険が医療費削減ありき

で行われてきたが､ 終末期相談支援料に至っては､

どうせ死ぬなら 『どのように死なせていくか』 とい

う項目だ｣ と後期高齢者医療制度を批判した｡

締めくくりでは､ 怒ってる会を代表して保団連・

住江憲勇会長が ｢自助､ 共助､ 社会保険という形で

発展してきた社会保障の歴史に真っ向から戦いを挑

んできている政治に対して､ 私たちは毅然とした態

度で闘おう｣ と廃止に向けての更なる奮闘を呼びか

けた｡

撤廃する会､ 怒ってる会など､ 国会前で集会
10・15ショックのまだ覚めやらぬ10月22日､ 国会

前にて労働者福祉中央協議会､ 日本高齢退職者団体

連合会などが参加する ｢後期高齢者医療制度の撤廃
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を実現する会｣､ 後期高齢者医療制度に怒ってる会

は､ 後期高齢者医療制度の廃止を求める集会を行っ

た｡ 国会座り込み運動に続いて行われた集会では､

野党の国会議員､ 各団体がリレートークを行い､ 引

き続き垣根を越えた連帯で運動を強めつつ､ 解散総

選挙に向けて後期高齢者医療制度の廃止を目指す姿

勢を確認した｡

竹下財務副大臣に要請／大阪
保団連の住江憲勇会長と大阪府保険医協会事務局

は､ 10月31日､ 財務省の竹下亘副大臣 (自民党) と

懇談した｡ 大阪協会が ｢勤務医の労働改善と医療崩

壊をくいとめる要請｣ として行ったもの｡

住江会長は､ 大阪協会が集めたアンケートに寄せ

られた勤務医・開業医の声を紹介しながら､ ｢勤務

医が子どもに医者にはなるなというくらいの労働実

態がある｡ また､ 開業医からも勤務医の労働改善を

求める声が多数寄せられている｡ ＯＥＣＤ加盟国平

均水準の医師数にするよう､ ご尽力をお願いしたい｣

と述べた｡ これに対し､ 竹下副大臣は､ ご子息が研

修医であることなどから､ ｢研修医・勤務医の厳し

い労働実態については聞いている｡ 私の地元でも医

師不足は深刻だ｡ 一次補正予算でも医療体制確保対

策費として140億円の地方財政支援を決めたところ

で､ これから目に見えた動きが出てくるのではない

か｣ と述べた｡

今回の副大臣への要請は､ 勤務医の労働実態の深

刻さや､ 医師不足､ 公的病院への財政支援の必要性､

社会保障費2200億円削減の撤回などについて､ 竹下

副大臣とおおよそ方向性が一致していることが確認

された｡ しかし､ 後期高齢者医療制度については､

｢廃止はない｣ との態度を崩さなかった｡

この日の要請行動では､ 同趣旨の要請を内閣府と

厚生労働省にも行い､ それぞれ麻生太郎首相､ 舛添

要一厚労相宛の要請書を提出した｡

また､ 保団連として､ ｢後期高齢者医療制度廃止

法案の衆議院での審議入りと可決を求める要請｣ と

｢医師､ 看護師不足など医療の危機打開のために診

療報酬引き上げと患者負担の軽減を求める要請｣ を

合わせて行った｡

混合診療の全面解禁を阻止／保団連が決議
保団連は10月26日､ 混合診療の全面解禁に反対し､

国民皆保険制度の堅持と保険給付の拡大を求める決

議をまとめた｡ 決議は同日開かれた ｢医科歯科混合

診療問題を考えるシンポジウム｣ で取りまとめた｡

決議では､ 混合診療が全面解禁されれば患者負担が

増大し公的医療費が抑制され､ 難病患者らが求める

先進医療技術の保険導入が遅れると指摘｡ 混合診療

の全面解禁を阻止する運動を進めるとした上で､ ①

臨床研究段階の医療に ｢保険外併用療養費｣ として

公的医療費を投入しない､ ②患者一部負担の軽減､

③安全性の確立した医療の速やかな保険導入─など

を実現すべきとした｡ (10/28MEDIFAXより)
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記事文末に (MEDIFAXより) と記載しているものは､

契約に基づき株式会社じほう発行の ｢MEDIFAX｣ より転

載・一部改変を許諾されたものです｡
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資料1
｢資格証明書の発行に関する調査｣の結果等について

■厚生労働省 2008年10月30日■

親の保険料の滞納で､ 責任のない子どもまで医療にかかれないとの一般紙などの報道を受け､ 厚生労働省が初めて､
資格証明書の発行に関する調査を行い､ 被保険者資格証明書の交付世帯の子どもの人数を調査し､ 10月30日に結果を公
表したもの｡ ９月15日時点での交付世帯は33万742世帯で､ うち子どものいる世帯数は１万8240世帯｡ 中学生以下の子
どもは３万2903人いることが判明した｡
調査結果を受け､ 厚労省は子どものいる滞納世帯に資格証明書を交付する場合の留意点を通知している｡
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2008年度 第10回 2008年10月28日
【特別討議】
１. 刑事介入時の具体的な対応－実践的な話を中

心に－

△講師＝京都中央法律事務所 弁護士 莇立明氏

△担当＝貫戸副理事長 (医療安全対策部会)

【各担当部報告】
〈総務部会〉
１. 週間行事予定表の確認

２. 文化ハイキング (10月19日) 状況

３. NTT GROUP COLLECTION 2008 (10月

23日) 状況

４. 新規開業会員訪問 (10月24日) 状況

〈経営部会〉
１. 保団連経税部会 (10月10日) 状況

２. 保団連近畿ブロック経税担当事務局会議 (10

月10日) 状況

３. 雇用管理相談室 (10月16日) 状況

４. 第７回保団連共済部会 (10月18日) 状況

５. 近畿税研集会 (10月18日) 状況

６. 傷害疾病保険審査会 (10月21日) 状況

７. 金融共済委員会 (10月22日) 状況

〈医療安全対策部会〉
１. 医療機関側との懇談 (①10月14日､ ②17日､

③21日) 状況

２. 法律相談室 (10月16日) 状況

３. 医療安全管理者研修セミナー (①10月20日､

②23日) 状況

４. 医療事故案件調査委員会 (10月24日) 状況

５. 医師賠償責任保険処理室会 (10月27日) 状況

〈政策部会〉
１. 環境対策委員会 (10月17日) 状況

２. 第９回地方自治研究全国集会in京都 (10月18・

19日) 状況

３. 反核京都医師の会世話人会 (10月23日) 状況

４. 立命館大学産業社会学部講演会 (10月25日)

状況

〈保険部会〉
１. 京都市生活保護医療個別指導立ち会い (10月

８日) 状況

２. 第23回保団連医療研究集会 (10月11・12日)

状況

３. 近畿厚生局管内社保担当者会議 (10月15日)

状況

【各担当部議事】
〈総務部会〉
１. 前回理事会(10月14日)要録と決定事項の確認

２. 11月中の会合等諸行事及び出席者確認の件

３. 各部会開催の件

４. 上京東部・西陣医師会との懇談会 (10月15日)

状況確認の件

５. 有限会社アミス第13期決算報告・監査状況

(10月16日) 確認の件

６. 会員入退会及び異動に関する承認の件

７. 新規開業未入会会員訪問実施の件

８. 第４回文化講座開催の件

〈経営部会〉
１. ｢ケアマネくん｣販売店研修大会への出席の件

〈医療安全対策部会〉
１. 第261回関西医事法研究会への出席の件

２. 第38回日本医事法学会総会への出席の件

３. 医療機関向け医療安全研修会講師派遣の件

〈政策部会〉
１. 第12回医療制度検討委員会 (10月15日) 状況

確認の件

２. 反核近畿懇談会事務局会議出席の件

３. 保団連公害視察会出席の件

４. 『京都保険医新聞』 新春特集号対談開催の件

５. 第16回環境ハイキング開催の件

６. ｢いのち輝く､ 芸術と社会保障のつどい｣ 第

３回実行委員会出席の件

７. ｢『ワクチンで防げる病気』 正しく理解して､

子どもたちを守ろう!!｣ セミナーへの出席の

件

８. ｢六ヶ所村ラプソディー｣ 上映会とパネル討

論会－食の安全とエネルギー政策から再処理

工場を考える－への後援の件

９. 『京都保険医新聞』 (第2661号)・『メディペー

パー京都』 第112号 (第2662号) 合評の件

〈保険部会〉
１. 保団連全国社保担当事務局研修会出席の件

２. ｢届出医療の活用と留意点｣ 説明会 (舞鶴市

会場) 開催の件

３. 知っておきたい ｢在宅医療点数｣ の基礎知識

(説明会) 開催の件

４. ｢届出医療の活用と留意点｣ 説明会 (京都市
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協会だより (定例理事会要録から)



会場) 開催の件

５. 診療報酬オンライン請求に関する会員署名､

患者署名付パンフレット等を活用した取り組

みの件

６. 日本薬剤師会 ｢先発医薬品と後発医薬品で適

応に違いがある場合の対応について (処方医

への疑義照会の徹底のお願い)｣ 通知発出報

告の件

《以上27件の議事について承認》

2008年度 第11回 2008年11月11日
【各担当部報告】
〈総務部会〉
１. 週間行事予定表の確認

２. 新規開業未入会会員訪問 (10月30日) 状況

〈経営部会〉
１. 経営対策セミナー (10月２日) 状況

２. ｢ケアマネくん｣ 販売店研修大会 (11月６・

７日) 状況

〈医療安全対策部会〉
１. 第22回 ｢医療と法｣ 関西フォーラム (10月24

日) 状況

２. 医療安全管理者研修セミナー状況

３. 医療機関向け医療安全研修会(10月30日)状況

４. 患者側との懇談 (11月７日) 状況

〈政策部会〉
１. 近畿反核医師懇談会事務局会議 (10月31日)

状況

２. 保団連公害視察会 (11月２・３日) 状況

〈保険部会〉
１. 保団連病院対策事務局小委員会状況 (10月25

日) 状況

２. 保団連2008年度第２回病院・有床診対策部会

(10月26日) 状況

３. 医科・歯科混合診療問題を考えるシンポジウ

ム (10月26日) 状況

４. 京都市生活保護医療個別指導立ち会い (11月

５日) 状況

５. 外科診療内容向上会 (11月８日) 状況

【部会報告】
１. 各部会 (11月４日､ 保険部会�11月７日) 状

況と決定事項確認の件

〈総務部会〉
１. 地区懇談会の出席と資料の確認

２. 理事者・事務局新年会の出欠確認

３. 60周年記念事業の具体化

４. 第176回定時代議員会の開催確認

５. 共済制度関係者との忘年懇親会の開催確認

６. 2008年度９月分収支月計表報告

７. 10月度会員増減状況の確認

８. 第１回コミュニケーション委員会の開催確認

９. 新規開業医との懇談会の開催確認

10. 2008年度保団連第３回組織部会の出欠確認

11. 会費未納会員の状況報告

12. 第４回文化講座の開催確認

13. ｢香りの歴史｣ の開催確認

14. 前進座初春特別公演チケット取り扱いの確認

15. 京響サロンコンサートの開催確認

16. 第５回文化講座の開催確認

17. デジタルカメラ教室 (文化ハイキング番外編)

の開催確認

18. 地区・専門医会会報等の収集及び回覧

19. 次回開催日の確認

〈経営部会〉
１. 地区懇談会の出席と資料の確認

２. 理事者・事務局新年会の出欠確認

３. 保険医年金第52次普及結果 (2009年１月１日

加入分) 報告

４. 医師賠償責任保険2009年度募集についての確

認

５. 共済制度関係者との忘年懇親会の開催確認

６. 今後のスケジュール確認

〈医療安全対策部会〉
１. 地区懇談会の出席と資料の確認

２. 理事者・事務局新年会の出欠確認

３. 2008年10月度医事紛争状況の確認

４. 2008年度医事紛争状況の中間報告

５. 全国における医事紛争状況の報告

６. 医療安全シンポジウムの開催確認

７. 代議員月例アンケート結果の確認

８. 調査委員辞任に伴う補充者の確認

９. 医事紛争予防冊子の構成についての意見交換

〈政策部会〉
１. 地区懇談会の出席と資料の確認

２. 理事者・事務局新年会の出欠確認

３. 11月の部会スケジュールの確認

４. 医療情勢についての報告と意見交換

５. 後期高齢者医療制度廃止を求める運動の報告

６. 介護保険シンポジウム2008の開催確認

７. 医師・医学生対象署名の集約状況の確認
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８. 厚生労働省 ｢資格証明書の発行に関する調査｣

・通知への対応の確認

９. 国際シンポジウム ｢健康権の再検討�近年の
国際的議論から日本の課題を探る｣ への後援

確認

10. 非営利・協同総研いのちとくらし主催・地域

シンポジウム ｢日本の医療はどこへいく｣ 宣

伝協力の確認

11. 近畿総決起集会の中止確認

12. 『京都保険医新聞』 企画の確認

13. 立命館大学産業社会学部講演会の報告

14. 2008年度保団連公害視察会の報告

15. 地球温暖化防止 ｢MAKE the RULE｣ キャ

ンペーンへの参加確認

16. 環境ハイキングの開催確認

17. 地区懇談会アンケート結果の報告

18. エコキャップ運動の取り組みの確認

19. ヒブワクチンの接種率向上の取り組みの確認

20. 保団連地域医療活動交流集会の参加確認

21. 京都介護ウエーブへの協賛の確認

22. 政策課題 (社会保障カード・社会保障個人会

計制度) の検討

〈保険部会〉(11月７日開催)
１. 地区懇談会の出席と資料の確認

２. 理事者・事務局新年会の出欠確認

３. 第176回定時代議員会の決議 (案) 起案者の

確認

４. 『京都保険医新聞』 原稿執筆者の確認

５. 在宅医療点数説明会の開催確認

６. 介護報酬改定スケジュール等の確認

７. 保団連のオンライン請求問題に関する取り組

みの確認

８. 京都協会のオンライン請求問題に関する取り

組みの確認

９. 先発医薬品と後発医薬品で適応に違いがある

場合の対応の検討

10. 個別指導における帯同弁護団の組織化につい

ての報告

11. 理事会特別討議(指導・監査問題)の開催確認

12. 指導・監査関係の情報開示請求内容の確認

13. 第３回医療事務対策チーム設立準備会の開催

確認

14. 第626回社会保険研究会の開催確認

【各担当部議事】
〈総務部会〉
１. 前回理事会(10月28日)要録と決定事項の確認

２. 地区担当制の活動状況確認の件

３. 2008年度９月分収支月計表報告状況
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基金
・
国保

9日(火) 10日(水)
労

災

12日(金)

○ ◎ ◎

※○は受付日､ ◎は締切日｡
受付時間は午前９時～午後５時です｡

12月のレセプト受取･締切

医院・住宅
新 (改) 築 12月10日(水)午後２時～ 担当＝坂本建築士

ファイナンシャル 12月18日(木)午後１時～ 担当＝三井生命のＦＣ
(ファイナンシャルコンサルタント)

法 律 12月18日(木)午後２時～ 担当＝莇弁護士

雇 用 管 理 12月18日(木)午後２時～ 担当＝本宮社労士

経 営 12月24日(水)午後２時～ 担当＝藤田税理士

開催日の３日前までに協会事務局へお申込み下さい｡ 30分間無料です｡

12月の相談室



４. 10月度会員増減状況

△2008年10月31日付会員数＝2589人

５. 会員入退会及び異動に関する承認の件

６. 新規開業医との懇談会中止の件

７. 伏見医師会との懇談会 (10月31日) 状況確認

の件

８. 中京東部・中京西部医師会との懇談会 (11月

５日) 状況

９. 前進座初春特別公演チケット取り扱いの件

〈医療安全対策部会〉
１. 医療機関側との懇談の件

〈政策部会〉
１. 保団連に対する ｢保団連のあり方を見直し､

会費引下げを求める意見書｣ 提出の件

２. 子どものいる世帯への正規保険証交付を求め

る京都市への要望書提出 (11月10日) 状況確

認の件

３. 世界の子どもたちにワクチンを！ ｢エコキャッ

プ運動｣ の取り組みについて

４. 地球温暖化防止 ｢MAKE the RULE｣ キャ

ンペーンへの協力について

５. 京都商工団体連合会共済部会社会保障・医療

制度学習会講師派遣の件

６. ｢九条の会・医療者の会｣ 第５回講演会参加

の件

７. 『京都保険医新聞』 (第2663号､ 第2664号) 合

評の件

〈保険部会〉
１. 2008年10月度国保合同審査委員会 (10月23日)

状況確認の件

２. 保険審査通信検討委員会 (11月７日) 状況確

認の件

《以上20件の議事について承認》
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地区医師会ととのの懇談会

人体に有害な大気汚染の１指標である二酸化窒素 (NO２) の全国一斉 ｢カプセル測定調査｣ を今

年度も実施します｡

今年度は､ 過去５回の調査すべてにご協力いただけなかったと

ころには送付しません｡ もし､ こちらの不手際で届かなかった､

もしくは今年度は協力して下さるという医療機関は､ お手数です

が事務局までご連絡下さい｡ 調査に使用する器具は白色の封筒で

お届けします｡ 同封資料をご確認いただき､ ぜひともご協力をお

願いします｡

木曜午後は休診の医療機関が多いことは承知していますが､ 全

国一斉調査日に合わせて実施するため､ 何卒ご了承下さいますよ

う重ねてお願い申し上げます｡ 結果につきましては､ 個別にハガ

キでお知らせさせていただきます｡

24時間測定であれば２～３時間の前後は問題ありません｡ ご不

明な点がございましたら､ 協会事務局までお問い合わせ下さい｡

二酸化窒素(NO２)測定調査にご協力下さい���������������������������
地上1.5ｍの高さに設置して下さい｡

NO２測定カプセル
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協会案内の損害保険はすべてアミスの取り扱いです！
取扱代理店：有限会社アミス TEL�075‒315‒4470 FAX�075‒321‒0056
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資料2
社会保障国民会議最終報告

■社会保障国民会議 2008年11月４日■

社会保障国民会議が11月４日に取りまとめた最終報告書｡ ６月の中間報告以降､ サービス保障分科会がまとめた2025
年の医療・介護費用推計などを踏まえ､ 在るべき医療・介護の姿の実現に向けた工程表を明示する必要性を指摘してい
る｡ 工程表の策定作業は､ 社会保障・税財政改革の中期プログラムの策定作業と並行して､ 新たに立ち上げる懇談会な
どで進め､ 年内をめどに取りまとめる方針だ｡
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資料3
医療・介護費用のシミュレーション

■社会保障国民会議サービス保障(医療・介護・福祉)分科会 2008年10月23日■

政府が10月23日に開催した､ 社会保障国民会議のサービス保障(医療・介護・福祉)分科会で配布された資料｡ この日
は､ 医療・介護費用のシミュレーションについて議論された｡
資料では､ シミュレーションの前提となる考え方を整理した上で､ シミュレーションの結果を示している｡ また､ 解
説資料が提示されている｡
シミュレーションの実施に当たっては､ 必要な医療・介護サービスを確保する観点から､ 大胆な改革を行うことを前
提としている｡ その結果を踏まえて､ 今後､ 国民的議論が行われることが必要としている｡
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